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特 別 欄  

第６０回 通 常 総 会
当協会は、平成１９年６月２９日（金）１３：５０より、東京都千代田区平河町２－６－４ 海運クラ
ブの国際会議場において、第６０回通常総会を開催した。

▲第６０回通常総会

総会では、定款により、鈴木邦雄会長が議長を

務め、以下の議案を付議して審議を行った結果、

何れの議案も満場一致で可決承認された。

［第６０回通常総会付議議案］

第１号議案：平成１８年度事業報告および収支決

算について

第２号議案：平成１９年度事業計画および収支予

算について

第３号議案：決議について

第４号議案：平成１８年度通常総会以降における

役員の異動について

第５号議案：平成１９・２０年度役員選任について

日本船主協会 第６０回通常総会
創立６０周年記念式典

せんきょう July 2007● 1



このうち、第２号議案の平成１９年度における当

協会の事業計画は、【資料１－１】の通りであるほ

か、第３号議案：決議（【資料１－２】参照）につ

いては、宮原副会長より、決議の趣旨について説

明があり、本年度の最重要課題としてトン数標準

税制の平成２０年度税制改正における導入に向けて、

関係方面への働きかけに全力を尽くすことのほか、

船舶の安全運航の徹底、内航海運における船員不

足問題の顕在化等について、懸念を示しつつ、こ

れら諸問題の改善策の検討や日本内航海運組合総

連合会との連携による解決に努めること等につい

て決意を表明した。

その他の決議項目は、以下の通りである。

［決議の７項目］

１．安全運航の徹底

２．環境保全の推進

３．トン数標準税制の実現をはじめわが国外航

海運の競争力強化

４．経済・社会の変化に即した構造改革実現

５．国際問題への適切な対応

６．内航海運に係る諸問題への対応

７．船員問題への適切な対応

一方、本年は、役員の任期満了に伴う改選期に

当たるため、第５号議案において、平成１９・２０年

度理事および監事の選任が行われたほか、各地区

船主会において選出された評議員についても、そ

の結果が報告された。

また、これに続き、当協会の新しい会長として

前川弘幸・川崎汽船社長（当協会副会長）を満場

一致で選任したほか、前川・新会長の指名による

副会長５名の陣容についても、異議なく可決承認

された（【資料２－１】、【資料２－２】、【資料２－

３】参照）。

なお、前川・新会長の就任に当たって、披露さ

れた挨拶は【資料３】の通りである。

創立６０周年記念式典
当協会は、昭和２２年６月５日に日本海運協会の

解散に伴い設立され、本年平成１９年６月を以って、

創立６０周年を迎えた。

これを記念して第６０回通常総会の開催に先立ち、

同日の１３：３０より海運クラブ２階の国際会議場に

おいて、国土交通省の冨士原康一・海事局長ほか

▲前川新会長

▲冨士原海事局長 ▲当協会鈴木会長（当時）
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の列席を得て「創立６０周年記念式典」を挙行した。

式典では、まず、当協会鈴木邦雄会長が主催者

として挨拶を行い、これに続いて、冨士原局長よ

り祝辞（【資料４】参照）が披露され、この後、出

席者全員で物故役職員追悼慰霊の黙祷を捧げた。

式典の最後に当たり、ICS�ISF会長のほか、多数

の関係先より祝電を頂戴していることが報告され

て、閉会した。

また、当協会は同日、同所において１７：００より、

「創立６０周年記念懇親パーティー」を開催した。

このパーティーは、新役員の披露も兼ねているこ

とから、会場では、前川・新会長とともに５名の

副会長等が入口で来場者を出迎えた。

パーティーでは、前川会長の挨拶に続き、国土

交通省の安富正文・事務次官から祝辞を頂戴した

ほか、出席者は広く各界より５００名弱を数え、特に

国会関係からは議員ご本人を含めて１００名を超える

参加を得ることができ、会は盛会裏に終了した。

（総務部：筒井）

………………………………………………………………………………………………………………………

［資料１－１］
平成１９年度事業計画

�．主要課題
� トン数標準税制の実現

� 交通政策審議会「海事分科会」への対応

� 水先制度の抜本改革への対応

� 外国人船員問題

�．わが国海運の競争力強化
� 海運企業関係の税制改正および財務問題

等への対応

� 平成２０年度税制改正

� 外国税に関する諸問題

� 海運企業の経理・財務問題

� 政策金融の確保等

� 船員・船籍問題への対応

� 規制改革の推進

�．船員問題への対応

� ILO海事労働条約

� 船員保険

� わが国海技資格制度

� その他（政策フォーラム）

�．環境問題への対応
� 大気汚染防止に関する諸問題

� 海洋汚染防止に関する諸問題

� バラスト水排出規制問題

� 地球温暖化防止に関する諸問題

� 海上災害防止対策

� シップ・リサイクル新条約への対応

� 米国等におけるアジアマイマイガ規制

�．国際問題への対応
� 外航船社間協定に対する独禁法適用除外制

▲安富事務次官（当時） ▲懇親パーティの模様
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度

� アジア船主フォーラム（ASF）

� コンテナ保安対策

� WTO海運自由化交渉等

� 各国海運政策

� 二国間問題

� 内外関係機関等での活動

�．法務保険問題への対応
� IMO法律委員会への対応

� 国際油濁補償基金

�．港湾問題への対応
� 港湾整備関係

� 交通政策審議会港湾分科会

� 外貿埠頭公社の民営化問題

� 輸出入・港湾諸手続きの簡易化

� 港運関係（FMC Joint Report）

� その他

�ISO�TC１０４（貨物コンテナ）国内委員会関

連業務

�国際貨物コンテナ所有者コード管理業務
�． 船舶の安全性確保

� 新構造基準に関する諸問題

� 貨物の安全な積み付け、運送に関する問題

� 船橋設備に関する問題

� ポート・ステート・コントロール（PSC）

�．船舶の航行安全対策
� マラッカ・シンガポール海峡の責任分担問

題

� 海事保安問題

� 海賊問題

� 羽田空港再拡張に伴う問題

� その他

１０．内航海運に係る問題への対応

�内航船員不足問題
�「モーダルシフトの推進」
�海事振興連盟が実施する内航分科会および
タウンミーティングへの参画

１１．調査広報活動の推進

� オピニオンリーダー・マスコミ向け広報

� 一般向け広報

� 会員向け広報

� 海運等に関する統計資料・情報の収集と整

理

１２．その他

� 日本船主協会創立６０周年記念事業

１）記念式典等

� 創立６０周年記念式典

� 物故役職員慰霊（黙祷）

� 創立６０周年記念祝賀パーティー

２）１０年史（創立５０周年から６０周年までの「１０

年の歩み」）の編纂

３）記念講演会等の開催

４）当協会シンボルマークおよびロゴタイプ

の制定

注）２）については過年度より着手。

………………………………………………………………………………………………………………………

［資料１－２］
第６０回通常総会決議

四方を海に囲まれ資源の乏しいわが国にとり、

安定的な海上輸送の確保は極めて重要である。

欧州諸国、米国、韓国など主要海運国が、トン

数標準税制（以下「トン数税制」）を相次いで導入

しており、同税制はいまや海運の国際標準となっ

ている。わが国外航海運企業がこれら諸外国の海

運企業と互角に競争していくためには、税制面で

のイコールフッティングが是非とも必要である。

このため当協会は全力を挙げて同税制の導入に向

け運動を展開してきたが、その結果、昨年１２月の

与党「平成１９年度税制改正大綱」において平成２０

年度税制改正において具体的に検討する旨が明記

され、同税制導入の可能性が高まった。平成２０年

度の税制改正に向けて、引き続きその実現に全力

を尽くすとともに、制度の内容ができるだけ既導

入国並みのものとなるなど競争力あるトン数税制

特 別 欄  
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となるよう政府等関係方面に働きかけていくこと

とする。

海運業界にとり船舶の安全運航は当然の責務で

ある。わが国海運企業が、日本国民の生活に必要

不可欠な物資を今後も安定的に輸送していくため、

引き続きその徹底に努める。さらに事業活動の遂

行が環境に与える負荷を認識し、地球環境保全対

策についても一層積極的に取り組んでいく。

内航海運は、市況の長期低迷や船舶燃料油高騰

に加え、船員不足問題が深刻化しているため、こ

れら問題について日本内航海運組合総連合会と連

携し解決に努める。また、モーダルシフトの担い

手としての役割を果たしていくための環境整備を

強く求めていく。

われわれ海運業界は、その目指す課題の実現を

図るため幅広い広報に努めつつ、関係者の理解を

得ながら下記項目の実現をもってわが国海運の発

展を期するものである。

記
�．安全運航の徹底
�．環境保全の推進

地球環境保全に資する国際的取り組みへの積極的関与

�．トン数標準税制の実現をはじめわが国外航海運の競争力強化
国際競争力あるトン数標準税制の導入実現

必要な政策金融および後継制度の確保

�．経済・社会の変化に即した構造改革実現
新水先制度の着実な実施

�．国際問題への適切な対応
外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度の維持

アジア船主フォーラム等からの情報発信

テロ・海賊問題等への対策

�．内航海運に係る諸問題への対応
内航船員不足問題への対応

モーダルシフトの促進

�．船員問題への適切な対応
国際船員問題への適切な対応

日本人海技者の確保・育成策の確立

以上決議する。

平成１９年６月２９日

社団法人 日本船主協会 第６０回通常総会

………………………………………………………………………………………………………………………

［資料２－１］
会長・副会長名簿

会 長 川 崎 汽 船

代表取締役社長 前川 弘幸（新）

副会長 日 本 郵 船

代表取締役社長 宮原 耕治

〃 商 船 三 井

代表取締役社長 芦田 昭充（新）

副会長 新日本石油タンカー

代表取締役社長 杉山 暎一

〃 上野トランステック

代表取締役会長兼CEO 上野 孝（新）

〃（常勤）商 船 三 井

顧 問 飯塚 孜（新）
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［資料２－２］
平成１９・２０年度 理事・監事名簿

理 事 旭 タ ン カ ー

代表取締役社長 岩田 誠

第 一 中 央 汽 船

代表取締役社長 野村 親信

イースタン・カーライナー

代表取締役社長 吉田 勝

八 馬 汽 船 代 表

取 締 役 社 長 古川 國丸

出 光 タ ン カ ー

代表取締役社長 川田廣太郎（新）

飯 野 海 運

代表取締役社長 杉本 勝之

川 崎 近 海 汽 船

代表取締役社長 森原 明（新）

川 崎 汽 船

代表取締役社長 前川 弘幸

キーマックスマリタイム

代表取締役ＣＥＯ 栢原 信郎

栗 林 商 船

代表取締役社長 栗林 宏吉

明 治 海 運

代表取締役社長 内田 和也

三 菱 鉱 石 輸 送

代 表 取 締 役 社長 池内 信生

日 本 郵 船

代表取締役社長 宮原 耕治

日 正 汽 船

代表取締役社長 大久保武彦

日 鉄 海 運

代表取締役社長 島川惠一郎

三 光 汽 船

代表取締役社長 松井 毅

新日本石油タンカー

代表取締役社長 杉山 暎一

新 和 海 運

代表取締役社長 筧 孝彦

商 船 三 井

代表取締役社長 芦田 昭充

鶴 丸 海 運

代表取締役社長 鶴丸 俊輔

上野トランステック

代表取締役会長兼CEO 上野 孝（新）

監 事

NYKグローバル バルク

代表取締役社長 松永 武士（新）

玉 井 商 船

代表取締役社長 本馬 修

日 本 造 船 工 業 会

常 務 理 事 緑川 好浩

（注）会長、副会長、理事長、常務理事は理事の

資格を有する。（定款第１３条関係）

………………………………………………………………………………………………………………………

［資料２－３］
平成１９・２０年度 評議員名簿

京浜地区選出（１３名）

旭 海 運

代表取締役社長 田渕 啓仁（新）

乾 汽 船

代表取締役社長 乾 新悟

関 西 ラ イ ン

代表取締役社長 石崎 靖幸

近 海 郵 船 物 流

代表取締役社長 尾崎 修一

商船三井タンカー

管理代表取締役社長 町野 硯治

共 榮 タ ン カ ー

代表取締役社長 加藤 純吉（新）
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日 産 専 用 船

代表取締役社長 吉岡 博

三 洋 海 運

代表取締役社長 三木 孝幸

商 船 三 井 近 海

代表取締役社長 高橋 義和

太 平 洋 海 運

代表取締役社長 稲村 嘉彦

東 京 マ リ ン

代表取締役社長 田中 洋彦

鶴 見 サ ン マ リ ン

代表取締役社長 広岡 兼次（新）

雄 洋 海 運

代表取締役社長 吉沢 正

阪神地区選出（７名）

神 戸 船 舶

代表取締役社長 原田 弘

大 阪 船 舶

代表取締役社長 小谷 盛雄

佐 藤 汽 船

代表取締役社長 佐藤 忠男

佐 藤 國 汽 船

代表取締役社長 佐藤 國臣

田 渕 海 運

代表取締役社長 田渕 訓生（新）

太 洋 日 本 汽 船

代表取締役社長 林 忠男

東 興 海 運

代表取締役社長 井� 大介

九州地区選出（１名）

松島コールライン

代表取締役社長 木田 優

………………………………………………………………………………………………………………………

［資料３］
日本船主協会 第６０回通常総会 前川会長挨拶

平成１９年６月２９日

この度、皆様のご推挙により、会長職を務める

ことになりました前川でございます。何分非力の

身でございますので、皆様のお力添えを賜り、大

いに汗をかいてこの大任を果たしていきたいと存

じます。ご支援、ご指導を賜りたく、何とぞよろ

しくお願い申し上げます。

鈴木前会長におかれましては、トン数標準税制

導入実現に向け、平成１９年度与党税制大綱におい

て、平成２０年の通常国会における法整備を前提に

実質的に導入に近い位置づけとなるまでに大きく

一歩を踏み出すという成果を残して頂きました。

また、水先法の改正によりひとつの到達点をみた

水先制度の抜本改革、公益法人支援への対応など、

実行力あるリーダーとして海運業界を牽引くださ

った２年間でありました。引き続きご指導賜れば

心強いかぎりです。また、常勤副会長として大き

な課題に取り組んでいただいた宇佐美前副会長に

も厚く御礼申し上げます。

さて、現在、外航海運業界にあっては、過去に

経験したことのない好業績が継続しておりますが、

好況を享受しているのは日本の海運だけではあり

ません。 好況期にキャッシュを積み上げた外国

企業の脅威に日本の海運が曝される場面は十分に

予想され、先行きを楽観視することは厳に戒めな

ければなりません。

私は、日本の船社が、特に外航海運が国際競争

力を持ち続けることが、日本経済ひいては世界経

済に資すると考えております。そのための制度的

改革、改善を要するものに積極的に取り組む所存

です。

海運業界の使命は、経済活動の基本インフラと

して、安定的で良質な輸送サービスを提供するこ

とで、国民生活の向上と経済の発展に貢献するこ

とであります。一方で、事業の推進により環境に

与えてしまう負荷についても認識し、国民生活へ

の貢献のみならず国際社会の一員として地球環境
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保全対策の推進に一層貢献していかなければなら

ないことを肝に銘じたいと思います。

なお、本日の総会決議におきまして、私どもが

取り組むべき最重要課題を列挙しておりますが、

これら諸項目を実現していくために、私が特に強

調しておきたい点を以下に簡単に申し述べます。

第一にトン数標準税制の実現をはじめとするわが

国外航海運の競争力強化です。

トン数標準税制につきましては、昨日開催され

ました交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部

会において、「中間とりまとめ」の最終審議が行な

われ、第一義的には、国際競争力確保のためにト

ン数標準税制を導入するという共通認識になりま

した。部会長および国土交通省、そしてご発言等

を通じサポート賜りました石油連盟、電気事業連

合会、日本鉄鋼連盟をはじめ委員の皆様に対して

御礼申し上げます。

今後は、ご尽力くださっている国会議員の先生

をはじめ関係の皆様の一層のご支援も賜り、平成

２０年度の税制改正において、事業者にとり使い勝

手の良いトン数標準税制が実現されるよう全力を

尽くしてまいります。

本年４月より開始した「外航日本人船員（海技

者）確保・育成スキーム」への取り組みを含む日

本人海技者の増加につきましては、もとより努力

する所存でありますが、個々の日本の船社が競争

力を持つことが何よりも、我が国経済・国民生活

のライフラインの維持に資するものと確信してお

ります。トン数標準税制の２００８年４月導入により、

国際競争力を確保し、資源・エネルギーをはじめ

とする日本経済に欠くことのできない物資の安定

的な輸送を今後もきちんと提供できる体制を確実

なものとするよう、固く決意する次第です。

また、海運企業にとり、低利かつ長期安定資金

を確保できる政策金融は不可欠ですので、必要に

応じて対応していく所存です。

第二に水先制度改革の仕上げに邁進いたしたく存

じます。

水先制度改革については、平成１８年５月に改正

水先法が公布され、本年４月１日に施行されまし

たが、料金の上限認可制への移行は今年度中とな

っております。

４月よりスタートした水先人養成制度や水先業務

の運営の透明性を高めることに今後とも注意を払

っていくことはもちろんのこととして、ユーザー

が納得できる水先料金となる必要があります。特

に本年度を水先制度改革の仕上げの年として、努

力してまいる所存です。

第三に国際船員問題への対応です。

日本商船隊に乗り組む外国人船員の２００８年から

の労働条件に関し、先月より ITF（International

Transport Workers’ Federation、国際運輸労連）と

の交渉が IBF（International Bargaining Forum）の

場で開始されたところです。本交渉に直接携わる

のは国際船員労務協会（国船協）となりますが、

当協会としても国船協との緊密な対話・連絡およ

び同協会への支援により、船員居住国の経済の実

情を反映した、現実的な交渉結果となるべく取り

組んで参ります。

より長期的には、国船協とも協同しながらフィリ

ピンを初めとする船員供給国の官民の関係者との

相互理解を深め、日本商船隊への良質な外国人船

員の確保と雇用の安定に寄与したいと考えていま

す。

第四は、外航船社間協定に対する独禁法適用除外

制度への取り組みです。

外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度に

ついては、わが国公正取引委員会の研究会におい

て、制度の廃止を前提とした議論が進められまし

たが、本問題は、「現行の適用除外制度は適正に機

能している」という認識を表明している国土交通

省において引き続き検討が続けられることになっ

ております。

また、先月末に釜山で開催されたアジア船主フ

ォーラム第１６回総会においても、改めて独禁法適

用除外制度の必要性が確認されました。

特 別 欄  
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産官学の海事関係者による検討も継続しており

ますので、欧、米、アジアなど諸外国の動向を含

めた分析を通じ、海運業界にとって適用除外が必

要であることを引き続き当協会から訴えていく所

存です。

第五に安全運航に引き続き力を尽くしていきたい

と考えます。

決議項目の筆頭にも挙げたとおり、「安全運航の

徹底」は船社の基本であり、船舶の構造・設備基

準にかかる国際的な合意に向けた検討への積極的

な参加はもちろんのこと、ハード・ソフト両面か

ら取り組んでまいります。

また、マラッカ・シンガポール海峡の航行安全

問題に対しても積極的に取り組みます。海峡の安

全と環境を維持するため沿岸国、海峡利用国等が

責任を共同して担うべきであると考えますので、

関係国が参加する実効ある国際協力体制の構築に

向けて、わが国政府と協調して対応していきます。

第六に環境保全への貢献です。

船舶からの排出ガス規制やバラスト水排出規制な

ど、船舶に対する環境規制の検討が継続して行わ

れています。規制の基準が地域によって異なるこ

とは好ましくなく、実行可能な対策が着実に推進

されるよう、国内外の検討に積極的に参画してい

きます。

なお、安全運航と環境保全に関連しては、ロン

ドンにある当協会の欧州地区事務局に技術系の専

門家を１名常駐させることにより、IMO対応の強

化を図り、日本船社の影響力を高めるよう努力い

たします。

最後に内航海運問題についてふれさせていただき

ます。

内航海運につきましては、内航船員が高齢にな

りつつあるため、船員確保対策が喫緊の課題であ

ります。また、最近の燃料油価格高騰に伴う運賃

転嫁も、いまだ十分とはいえません。日本内航海

運組合総連合会がすすめている事業を側面から支

援するとともに、当協会としても、内航部会を中

心に業界がかかえる諸問題を鋭意検討し、国会方

面をはじめ関係先に働きかけ、解決につなげてい

きたいと考えますので、内航の皆様のご協力をお

願いいたします。

今年で、当協会は創立６０周年を迎えました。本

日、全会一致をもって採択されました総会決議に

掲げられた諸施策を実現するべく、微力ながら全

力を尽くすことを、この節目の年に誓いたいと思

います。当総会にご出席くださりました皆様はじ

め関係各位のご指導、ご支援を賜りますよう重ね

てお願い申し上げます。

………………………………………………………………………………………………………………………

［資料４］
冨 士 原 局 長 挨 拶

日本船主協会が創立６０周年を迎え、ここに盛大

に記念式典が挙行されますことまことにおめでと

うございます。

貴協会は、１９４７年に創設されて以来、６０年の歴

史を刻んできた訳でありますが、この６０年の日本

の海運業を振り返れば、第２次大戦によって壊滅

的な打撃を受けた状況からの復興、高度成長、石

油危機後の長期不況、急速な円高による経営危機

等、その道のりは多くの変化と困難に満ちたもの

でありました。

これらを乗り越え、今日、世界最大規模の船隊

を有する海運業を築くに至る過程で日本船主協会

が果たしてこられた役割は実に大きなものがあり、

歴代の会長をはじめ、日本船主協会をもり立てて

きた会員の皆様方のこれまでのご協力に対し、心

からの敬意を表するものであります。

我が国は、四面環海、ほとんどの資源を海外に
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依存する島嶼国であり、海運業は、文字通り、国

の経済、社会を支える基盤にして、最も重要な産

業の一つであります。我が国が、変貌著しい現在

の国際社会を生き抜き、今後とも発展を続けてい

くには、日本の海運業の強固な支えが不可欠の要

素であることは言うまでもありません。

このような認識の下、私ども国土交通省としま

しては、我が国海運のさらなる発展を目指して、

皆様とともに各般の施策を展開して参る所存でご

ざいます。

まず第一に、日本船主協会の宿願であったトン

数標準税制について申し上げます。鈴木会長の強

力なリーダーシップの下、船主協会の全面的なご

支援、ご協力を頂いた結果、トン数標準税制は、

昨年度与党税制改正大綱におきまして、「安定的な

国際海上輸送を確保するための法律が平成２０年の

通常国会において整備されることを前提として、

平成２０年度税制改正において具体的に検討する」

旨整理され、その実現へ向けての道が開けたのは

皆様ご承知のとおりであります。

これを受けて、国土交通省は、本年２月、交通

政策審議会に対して、安定的な海上輸送の確保に

必要な施策のあり方について諮問を行い、熱心、

かつ、集中的な審議を経て、つい昨日、中間とり

まとめを頂いたところであります。

今後は、審議会の検討結果を踏まえ、また、業

界の皆様のご意見も頂きながら、使い勝手の良い、

しかも、日本籍船、日本人船員の確保という国益

を実現できる制度を創設すべく最大限の努力をし

て参ります。

今後も、トン数標準税制が実現するまでには、

多くの難しい問題を乗り越え、解決していく必要

があると予想されます。皆様と力を合わせ、国会

はもとより、幅広く国民の理解を求めながら、平

成２０年度からのトン数標準税制の実現へ向けて進

んでまいりたいと考えておりますので、よろしく

お願いいたします。

第二に、船員の問題であります。近年の急速な

船員の減少は、少子高齢化社会の到来、近い将来

予見される世界的な船舶職員不足とあいまって、

我が国海上輸送の安定確保の上での大きな不安要

因であります。この問題につきましては、同じく

交通政策審議会で外航海運問題と併行して議論を

して頂いており、一昨日、中間取りまとめを頂い

たところであります。今後、皆様のご協力をいた

だきながら、総合的な船員の確保・育成対策を推

進して参ります。

第三に、内航海運について申し上げます。内航

海運は、国内物流構造の変化等によって長期不況

に苦しんでまいりましたが、最近になってようや

く明るい兆しが見えるようになって参りました。

高齢化が進んでいる船員の確保・育成対策に加え、

スーパーエコシップによる老朽船の代替促進等を

進め、次の時代を担う内航海運業を創出すべく努

力していきたいと考えております。

この他にも、マラッカ・シンガポール海峡の安

全航行問題、バラスト水管理条約や排ガス規制等

の環境問題など今後取り組みべき多くの課題がご

ざいますが、我が国海運産業が今後とも健全な発

展を続けていけますように、また、日本船主協会

が来るべき７０周年、８０周年を共に盛大に祝うこと

ができますように、国土交通省として、最大限の

努力をして参ります。

本年４月には、国会において、海洋基本法が成

立し、本来の海の記念日である７月２０日に施行さ

れる予定となっております。我が国を海洋国家と

して見直す機運は高まっております。この風を帆

に受けて、日本の海運業と日本船主協会が更に発

展していくことを期待し、また、本日ご参会の皆

様のご健勝を祈念いたしまして、私の挨拶とさせ

て頂きます。

平成１９年６月２９日

海事局長 冨士原 康一

特 別 欄  
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トン数標準税制の進捗状況
―国際海上輸送部会・ヒューマンインフラ部会が中間とりまとめ―

トン数標準税制（以下、トン数税制）について

は、平成１９年度の与党税制改正大綱（平成１８年１２

月１４日）において、以下の通りとなった。

外航海運事業者の日本籍船に係るみなし利

益（いわゆるトン数税制）については、非常

時における対応を含む安定的な国際海上輸送

を確保するため外航海運事業者が果たすべき

役割及び当該政策目的を達成するための規制

を明確にする法律が平成２０年度の通常国会に

おいて整備されることを前提として、平成２０

年度税制改正において具体的に検討する。

冬柴鐡三国土交通大臣は、平成１９年２月８日、

同大臣の諮問機関である交通政策審議会（会長：

御手洗冨士夫日本経団連会長）に対して、「今後の

安定的な海上輸送のあり方」を諮問し（諮問第５０

号）、同審議会は下部組織の海事分科会（分科会長

：馬田一日本鉄鋼連盟会長）に審議を付託した。

これを受け、第１２回※海事分科会が同年２月１６日

に開催され、同分科会に「国際海上輸送部会」お

よび「ヒューマンインフラ部会」の２つの部会を設

置し、トン数税制をはじめとする海事政策全般に

ついて審議していくことが決定された。（本誌２００７

年３月号Ｐ．１０参照） ※これまでの通算回数

１．国際海上輸送部会

国際海上輸送部会（部会長：杉山武彦・一橋大

学学長、【資料１】委員名簿参照）は、平成１９年３

月１９日、４月１３日、５月１８日、６月８日および６

月２８日の合計５回の会議を開催し、「安定的な国際

海上輸送の確保のための海事政策のあり方につい

て」を取りまとめた（中間取りまとめ：Ｐ．２５各種

調査・報告書欄に全文掲載）。

同中間取りまとめでは、はじめにわが国におけ

る外航海運事業者、日本籍船・日本人海技者の意

義・必要性が整理され、続いてそれを踏まえ、安

定的な国際海上輸送の確保のためにわが国におい

て講ずべき施策について、諸外国における施策も

勘案しつつ整理されている。

わが国外航海運事業者の国際競争力の確保に関

する施策実施の必要性については、「国際競争力の

確保は、基本的には事業者の不断の自助努力によ

り確保されるべきものであるが、諸外国の外航海

運事業者が税制をはじめとする手厚い優遇制度の

下で事業を行っている現状にかんがみれば、本邦

外航海運事業者が、外国の外航海運事業者と同等

の条件で競争できる環境整備が必要である」と整

理された。また、日本籍船・日本人海技者の確保

に関しては、「これらが価格競争力の喪失から激減
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してきたことや、特に海技者の育成には時間を要

することを考慮すると、計画的増加・確保を求め

る法整備を含む新たな制度的枠組みの構築につい

て、事業者の国際競争力の確保の観点を踏まえつ

つ検討することが必要である」と整理された。

具体的な施策のあり方については、まずわが国

が現在行っている施策には諸外国に比べて劣後し

ているものがあるとし、これを踏まえ、税制等の

あり方について、国際競争力の確保の観点から検

討する必要があること、また、日本籍船の増加、

日本人海技者の確保・育成を図るための新たな制

度設計を行うとともに、非常時においても安定的

な国際海上輸送を確保するための措置を併せて検

討する必要がある旨整理されている。

当協会からは、鈴木会長（当時）が委員として

５回の会議すべてに出席し、わが国外航海運事業

者のおかれている状況、およびトン数税制の制度

設計にあたっては国際競争力確保の観点に留意願

いたい旨、繰り返し説明した。また、外航海運の

使命は、まず平時において資源・エネルギーや日

本経済に欠くことのできない物資の安定的な輸送

をきちんと提供することであり、国際競争力の確

保はそのための大前提であるので、国策として日

本籍船と日本人海技者の増加させることについて

は、海運業界としても努力するが、その具体的な

増加策の策定にあたっては、わが国外航海運事業

者の国際競争力の確保に支障を来たすことになら

ないよう、事業者の意見を十分反映するようお願

いした。

石油連盟、電気事業連合会、日本鉄鋼連盟をは

じめとする荷主団体委員からは、「トン数税制はエ

ネルギー等の安定供給に資するものであるのでそ

の早期導入を支持する」旨の表明があり、また、

「わが国の課題である日本籍船、日本人海技者を

増加させるということについては、その必要性は

認めるが、それらが外航海運事業者にとって過度

の負担とならないよう、経済性とのバランスを考

慮した制度設計をお願いしたい」旨の発言があっ

た。

一方、「トン数税制は優遇税制であり、これが如

何に国民生活にとって必要かについての説得力あ

る説明が必要ではないか」との意見もあった。

国際海上輸送部会では最後まで、国際競争力の

強化と日本籍船・日本人海技者の増加のバランス

のとり方が議論になったが、トン数税制は第一義

に国際競争力の強化のために導入するということ

が確認されたことは大きい。一方で、日本籍船・

日本人海技者の確保についても今後必要な対応を

していくことになるが、あまりこちらに重きを置

いた制度になると国際競争力が低下し、利用でき

ないものとなってしまうため、当協会としては国

際競争力が確保されるトン数税制となるよう今後

も引き続き関係者の理解を求めていく。

２．ヒューマンインフラ部会

ヒューマンインフラ部会（部会長：杉山雅洋 早

▲発言する当協会鈴木会長（当時） ▲交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会の模様
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稲田大学大学院商学学術院教授、委員【資料２】

名簿参照）は、３月１２日、４月１９日、５月２４日、

６月１３日および６月２７日の合計５回の会議を開催

し、「海事分野における人材の確保・育成のための

海事政策のあり方について」を取りまとめた（中

間とりまとめ：本誌次号各種調査・報告書欄に全文

掲載予定）。

３．今後の予定等

� トン数税制の導入に向けて

国際海上輸送部会の中間取りまとめも踏まえ、

今後、トン数税制に関する具体的な制度設計が

行われ、平成２０年度の税制改正において実現を

目指すことになる。

当協会としては、今後も国土交通省海事局と

一層密接に連携を取りつつ、使い易く国際競争

力のあるトン数税制の実現に全力を尽くしてま

いりたい。

� 答申の取りまとめ

国際海上輸送部会は、本年７月以降、独禁法

の適用除外制度、マ・シ海峡問題、WTO（World

Trade Organization、世界貿易機関）貿易自由化

交渉問題、EPA（Economic Partnership Agree-

ment、経済連携協定）等の競争環境の整備など

の課題についての検討を行い、また、ヒューマ

ンインフラ部会は、秋以降、海事分野における

人材の確保・育成等に関する具体方策のあり方

等について検討を行い、平成１９年末を目途に答

申を取りまとめることとしている。

（企画部：宇佐美）

【資料１】

交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会委員名簿

（敬称略、部会長及び部会長代理を除いて五十音順）

委 員

部 会 長 杉山 武彦 一橋大学学長

部会長代理 松田 英三 �読売新聞社論説副委員長

浅野正一郎 国立情報学研究所教授

馬田 一 �日本鉄鋼連盟会長

臨 時 委 員

赤塚 宏一 神戸大学監事

秋山 昌廣 �シップ・アンド・オーシャン財団会長

太田 和博 専修大学商学部教授

岡部 正彦 �日本物流団体連合会会長

河野真理子 早稲田大学法学部教授

佐々木幹夫 �日本貿易会会長

※近年、日本人の海技免状取得者は、“船員”（船舶の運

航要員）としてだけではなく、陸上から船舶の安全運

航を支援・管理するという役割を担う存在となってき

ており、このため名称も“日本人海技者”と呼ばれ、

今後は安全運航全体を管理する一層広い役割が期待さ

れております。このため上記記事においては海技者と

いう表現を使用しております。

※海事分科会および両部会における配布資料、議事録等

については、以下国土交通省のホームページに掲載さ

れております。

http：��www.mlit.go.jp�singikai�koutusin�
koutusin.html

S H I P P I N G F L A S H
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鈴木 邦雄 �日本船主協会会長

田崎 雅元 �日本造船工業会会長

（西岡 喬）

南部 鶴彦 学習院大学経済学部教授

藤澤 洋二 全日本海員組合組合長

森本 宜久 電気事業連合会副会長

（桝本 晃章）

山口 公生 日本政策投資銀行副総裁

渡文 明 石油連盟会長

※（ ）内は上記の前任者

【資料２】

交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフラ部会委員名簿

（敬称略、五十音順）

委 員

部 会 長 杉山 雅洋 早稲田大学商学学術院教授

山村レイコ 国際ラリーライダー

臨 時 委 員

赤塚 宏一 神戸大学監事

今津 隼馬 東京海洋大学理事

大日向正文 �旭硝子株式会社執行役員

越智 忍 今治市長

栢原 信郎 国際船員労務協会会長

來生 新 横浜国立大学副学長

鈴木 邦雄 �日本船主協会会長

深澤 旬子 �パソナ取締役専務執行役員

藤澤 洋二 全日本海員組合組合長

真木 克朗 日本内航海運組合総連合会会長

松尾 正洋 日本放送協会解説委員

宮下 國生 大阪産業大学経営学部教授

村木 文郎 �日本旅客船協会会長

S H I P P I N G F L A S H
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１
国際会議レポート

国際海運業界における共通課題について議論
―ICS�ISF２００７年年次総会の模様―

２００７年６月６日から９日、ICS＊とISF＊＊の合同
年次総会が香港で開催され、１９カ国の船主協会か
ら４０名以上の代表が参加した。今次会合は香港船
主協会が同船協創立５０周年の節目を捉えて招致し
たもので、当協会からは、当協会の ICS代表であ
る諸岡正道、当協会欧州地区代表（日本郵船取締
役・常務経営委員�NYK Group Europe Ltd. 社長）
と園田裕一企画部長が出席した。
会合では、ICS・ISFの１年間の活動が総括され

るとともに、世界海運界が直面する諸問題につい
て活発な議論が行われた。
主要案件に関する議論の概要は以下の通り。

１．船舶からの排ガス規制問題
船舶による大気汚染の防止に関する海洋汚染防

止（MARPOL）条約附属書Ⅵの改正について、IMO
が船舶の排ガス削減のための具体的な次期規制案
を検討するにあたり、“専門家グループ”を設置し
てその影響やコストの検証を行うことを支持した。
また、船舶からの CO２排出も含め、IMOは大気

汚染防止に関する包括的な検討を行うべき点につ
いても確認した。
２．船主責任制限問題
現行の国際条約に基づく船主責任制度と矛盾す

るような（船主にとってより厳格な内容を含む）
法体系をEU域内で導入しようとする欧州委員会の
「船主の民事責任と金銭的保証に関するEU指令案
（draft EU Directive on Civil Liability and Financial
Guarantees for Shipowners）」に対し、ICS�ISF

は反対の立場を確認し、引き続き欧州議会関係者
へのロビーイングに取り組むこととした。
３．ソマリアにおける海賊問題
６月初旬のデンマーク籍貨物船ハイジャック事

件をはじめ、２００７年に入ってから頻発するソマリ
ア沖での海賊事件について、IMOに対応を促すこ
とが合意された。（本件については、その後ICS�ISF
会長からIMO事務局長宛に書簡を提出。これを受
け IMOは６月末の理事会で本件議論し、国連安保
理に問題提起することとなった）（企画部：中村）

海運ニュ

＊ ICS：International Chamber of Shipping
（国際海運会議所）
３６の各国船主協会をメンバーと
する国際団体。IMO（国際海事機
関）における航行安全、海洋環境
保全、海事法制、情報システム等
に関する国際規則制定作業などに
海運業界の利益を代表して対応す
るとともに、EU（欧州委員会）等で議論されている独
禁法や海運政策問題にも対応。
＊＊ ISF：International Shipping Federation
（国際海運連盟）
３４の各国船主協会をメ
ンバーとする国際団体。
海上労働問題全般に亘る
検討・処理を目的とし、主
としてILO（国際労働機関）において海運雇用者を代表。

それぞれの詳細については、www.marisec.orgご参照。

ース
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寄稿 

�．「船会社」のイメージ
船会社に勤務する人や船乗りなどというと、七

つの海を股にかけ世界を駆け巡り、波止場にて先

が大きく曲がった火皿の大きなパイプに紫煙をく

ゆらす「マドロス野郎」、などという印象が子供の

頃からあった。特に貿易貨物を取り扱っている人

や海運会社などと聞くと、“インターナショナル”

という国際的なイメージが増幅され、その傾向は

いっそう強くなる。彼らは、いつも異国に行き交

い多くの外国の人たちに接してさまざまな見聞や
りゅうちょう

経験をしており、そのため外国語も流 暢にあやつ

るように見え、私の育ったような地方暮らしの子

供たちからすると、それは、あこがれや羨望にも

似たようなもので異次元の世界のことでもあった。

外国と行き来している「船会社」やそこで働い

ている人たちについては、子供の頃からそのよう

な思いを抱いていた。古くから、港は外来文化や

めずらしいモノ、高価な商品などを取り込む最初

の結節点であったため、ここに勤務しまた関連す

る業種に対しては時代の最先端を担っているとい

うこともあって、憧憬のようなものがあったので

あろう。昔から、「船」

や「港」には海外の新

しいモノや文化を運ん

でくるというイメージ

があったため、そこで

働く人たちに対しても、

そのようなものの取り

入れに貢献している時

代を担う最前線の人た

ち、という評価があったからかもしれない。わが

国にテレビが普及し始めてきた当時の地方に住む

人たちから見ると、彼らはみんな輝いているよう

に見えていた。

その後、私自身、貿易業界に身を置くことになっ

て荷主の立場に立つようになると、船会社の人た

ちとはある部分においては利害に反したり競合す

るような一面も生じてくることになった。しかし、

そのような側面はあっても、他業種に比べて個人

的にもお付き合いしてゆきたい人たちが多くいる

ように見える。一般のサラリーマン感覚からする

と、彼らは、依然、国際感覚に優れており日本経

済を牽引している人たちという所感は、多くの人

たちに共通して存在していることも事実であろう。

彼らは、船や外国との物流のこと以外について

も、時事問題、政治・経済、法律問題、その他さ

まざまな国の文化・風習、加えて彼らの体験・経

験などあらゆることに関して、私の周りにいるき

わめて一般的な人たちより、豊富な知識の持ち主

や個性的な人が多かった。自分の意見を臆するこ

となく主張するということは、自信に裏づけされ

～荷主が、邦船社の利用を選好する理由と外航海運のあり方～

運送人の選定・選択基準と外航海運
国際商取引学会�日本貿易学会会員
日本商事仲裁協会「貿易取引」専門相談員

蔵 和弥

蔵 和弥氏
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ていることの証でもある。そして、そのように自

信を持って話をする人たちは、特に、物流に関連
うと

していない人たちからは疎んぜられるようなこと

もあるが、逆に、自信を持った話し方や態度につ

いては信頼を寄せる人たちも少なくない。そのよ

うに距離を置こうとする人たちは、聞きなれない

専門用語を駆使している人たちへのコンプレック

スの表れであることも多い。小生も子供の頃、船

会社の人たちに抱いていたような思いが、多分に

あるのかもしれない。

今でも、国際物流や法律、保険など国際取引に

ついて疑問を感じたこと不明なことなどが生じる

と、自分で考えて解答を出そうとしたり身近な資

料等で調べる前に、まず船会社の知人に電話やメ

ールで聞いてしまうという傾向があるが、それは、

その知人に信頼を寄せていることと同時に、理屈

より行動が優先してしまうという現在の私の性向

ともなってしまっている。経験や知識などについ

て、依然、彼らは私の「お師匠さん」でもあるこ

とは、子どもの頃の船会社の人たちに対する羨望

が、そのような形となって継続し現れているため

かもしれない。

そのようなことに起因してか、船会社の人が来

社したとか電話があったなどと聞くと、相手に対

して出遅れまいとするためか、まず自分の頭の中

を整理しておこうとすることが先立って身構えて

しまう傾向がある。彼らから見ると、そのような

しぐさや性格は、とっつきにくいとか話しにくい

ような部分が感じられるのではないかと思われる。

ある程度お付き合いをして親しくなった船会社の

人から、そのように言われたことが何回かある。

子供の頃のあこがれ、あるいは自分より序列の高

い人たちに対する嫉妬や劣等感のようなものが入

り混じって、その頃の思いを知らず知らずのうち

にその後も引きずっているのであろうか。

�．荷主の見る邦船社
船会社との運送契約は、通常、電話によるブッ

キングによって行われるが、その場合、荷主は邦

船社がいいのか外船社がいいのかなどということ

を念頭において船を選定

しているわけではない。

大方は、海上運賃の高低

と航海日数の長短、それ

とその時の貨物の出荷準

備とか輸出通関の進行具合や本船出港日のタイミ

ング（場合によっては CYカット日時等）などによ

って、利用する船舶を荷送人が決定しているのが

一般的であろう。

先週、会社に訪ねてきた船社のソリシター（貨

物集荷の営業担当者）が、貿易取引のことについ

てもいろいろなことをよく知っていて、いくつか

有益なアドバイスをしてもらい感じも良かったし、

また、この船会社はしっかりした会社のようなの

で今回はこの会社の船を利用しよう、というよう

なこともあるかもしれない。ここでは、ソリシタ

ーの貿易取引の知識や人柄が集荷に役立っている

と言ってもよいであろう。

船会社と荷主との間にはさまざまな形態のお付

き合いや取引関係があるが、同じ航路で、航海日

数や運賃も同じで定曜日サービス、仕向先の貨物

引き取り状況についても遜色はなく、ソリシター

の顧客サービスも同等であるような場合、荷主は

主としてどのような判断基準の下に船社の選定を

行うのであろうか。

その点につき、荷主は、同じ日本人だから日本

の会社だからという理由で日本船社を選定するこ

とは、通常はない。もちろん、ある船会社に特別

に親しくしているような人がいたりお世話になっ

たような人がいれば、個人的なつながりとしてそ

の船会社にブッキングするような傾向はあるかも

しれないが、経済的利益の追求を第一とするビジ

ネスマンにとってそれは永続的なものではない。

そのようなケースにおいては、担当のソリシター

が転勤し、同航路に類似の運航船がいくつか配船

していれば、ブッキング先はもっとも自社にとっ

て都合のよい船会社に変更されてゆくことが一般

的であろう。

また、東南アジアの一部の国においては、船会

社と荷主の間におけるブッキング・コミッション
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の慣習や個人的なリベート行為の話もよく聞くが、

現在の日本にはこのような習慣はない。もし、そ

のようなことが一部の人の間で行われているとし

ても、それはきわめて例外なケースで全体として

は無視できるような割合であり、また、日本の社

会では異例のため目立ちやすく、そう長く続くも

のではなかろう。

現在、国土交通省のもとで交通政策審議会海事

分科会「国際海上輸送部会」（部会長：杉山武彦一

橋大学長）が開催されているが、この部会では、

今後の日本における外航海運などのあり方などに

つき長期的な視野に立って、外航海運の役割、日

本籍船の意義、安全な海上運送の確保、環境保全、

海運政策などが議論・検討されている。なお、当

部会の開催に先立ち２００７年２～３月には、日本貿易

会、石油連盟、日本鉄鋼連盟、日本荷主協会、全国

農業共同組合連合会などその他いくつかの主要な

荷主団体からのプレゼンテーションとヒアリング

が行われ、荷主の邦船社と外船社に対する考え方

や要望事項などの調査が実施されていた。そして、

その調査は前述輸送部会で紹介され、さらに詳し

く討論が行われている。

国交省と荷主団体とのヒアリング内容を見ると、

運賃やトランジット・タイムなど主要な運送条件

が同じ場合においては、どの団体も、貿易取引に

利用する船舶については外船社より邦船社を選好

することを明言しており、外航海運においては邦

船の末永い存続を希望している。

海運業界では大手の船会社同士の吸収合併が繰

り返し行われているが、荷主は、邦船社が外船社

に吸収されて、わが国から邦船社がなくなること

を期待している団体は見当たらないことが明らか

にされている。これらの団体は、おのおのの業界

の日本法人を代表する団体であるため、大方の日

本の荷主の考えている傾向とほぼ一致していると

判断してもよいものであろう。

�．トラブルの事例と荷主対応
１）運送書類発行後における運航の中止

なぜ、日本の荷主は外船社より邦船社の利用を

好むのであろうか。そこには、目に見える経済性

の追求以外にいくつかの理由があるが、今回は、実

務のメガネを通してその内容を見ることとしたい。
すわとう

数年前、中国の華南地方、汕頭から日本に大手

中国船 C社の直行船が就航していた。汕頭から香

港まで陸上輸送してそこから日本まで海上輸送で

運ぶルートと比べると、汕頭�香港間の運賃が海
上輸送と比較してきわめて高額であるため、日本

〈日本の外航海運企業再編の流れ〉
１９６４年（海運集約→大手６社体制） １９８９年（大手５社体制） （大手３社体制）１８８５

日 本 郵 船 日 本 郵 船 日 本 郵 船 日 本 郵 船 日 本 郵 船
１９４９ １９９８．１０１９１８ １９４３

三菱商事船舶部 三 菱 汽 船 三 菱 海 運
１９３７１９３４

日本産業汽船 日 産 汽 船
昭 和 海 運 昭 和 海 運１９４４

日 本 油 槽 船 日 本 油 槽 船
１８９３１８８４

大阪商船会社 大 阪 商 船
１９４２ 大阪商船三井船舶 大阪商船三井船舶１９０３

三井物産船舶部 三 井 船 舶
１９４８１９３７ １９４３

商 船 三 井日本鉱業汽船 日 東 汽 船 日 東 商 船
ジャパンライン １９９９．４１９３０

大 同 海 運 大 同 海 運 １９８９
１９１７ ナビックスライン１９１１

山下汽船合名会社 山 下 汽 船
１９４７ 山下新日本汽船１９１６

辰 馬 汽 船 新 日 本 汽 船
１９１９

川 崎 汽 船 川 崎 汽 船 川 崎 汽 船 川 崎 汽 船川 崎 汽 船 １９６３
飯 野 汽 船

（注）数字は発足年 出典：運輸省海上交通局「日本海運の現況」（１９９９年）
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に輸送する場合、汕頭�日本の海上輸送直行ルー
トは格安の運賃であった。

しんせん

陸上輸送の場合、深�
から香港に入るボーダー

で発生する税関検査にお

いても再三トラブルが発

生し、結果として、貨物

のダメージや盗難事故等

が発生しトランジット・タイムも長くなりがちで

あったが、海上ルートにおいてはそのようなトラ

ブルの発生する余地はないためスムーズな物流が

行われていた。税関検査のため開梱された商品を

再梱包する手間やコストも、回数が重なると無視

できないものとなっていった。

保険会社もその対策として保険料率を調整せざ

るを得ず、その急上昇には荷主の利益をおびやか

すようにまでなって行った。

荷送人Ｓは汕頭の CY（コンテナヤード）に貨物

を搬入しSWB（Sea Waybill：海上運送状＊）を受領

したが、その後、同航路の集荷が予想に反して少

なく採算が思わしくないというＣ社の一方的な理

由で、何の前触れもなく突然、ライナー（定航）

船の運航が廃止された。しかし、その貨物はメー

カーの生産ラインに JIT（ジャスト・イン・タイム）

で納入されていたため荷受人Ｙに在庫はなく、一

度、汕頭のCYでＣ社に渡した４０FTコンテナ１本ぶ

んを急きょ航空輸送に変更し、メーカーのライン

をかろうじて止めることなく済んだという。

＊荷送人と運送人との間で輸送契約が成立していること
を証する書類。貨物の受取証を兼ねる。船荷証券と異
なり、譲渡性・流通性がない。

ＳはＹの海外現地法人の工場であるが、物流の

専門家が不在のため今回のトラブルの交渉はＹと

Ｃ社の日本法人である C１との間で行われた。C１

のソリシターは日本人で、Ｃ社の過失を全面的に
とう じ ちょう

認めているため、C１の董事長（日本の代表取締

役に相当）に航空運賃を全額負担すべきである旨

を強く要請していたようであるが、董事長は、C１

にはその結論が出せないという理由で、Ｙに対し

てはただ謝るだけで、それ以上の交渉はなかなか

進まない。Ｙは運送種類の発行後のキャンセルで

あるためＣ社の契約責任を繰り返し説明しても、

董事長は日本語を全く解さないため通訳を介して

交渉は行われたが、一向にらちが明かない。

また、SWBの裏面約款によると、準拠法は中国

法になっており裁判管轄権も中国の法廷地による

ことが印刷されていたため、Ｙが日本で（主とし

て日本の法律に基づいて）C１に対して法的責任を

追及するにも限界があった。中国の法令等につい

ては、日本のように容易に正確な内容がすぐ調査

できるというものでもなく、さらに、中国の裁判

制度自体についても、裁判官が中国人や中国の会

社である被告人に有利な判決を下す傾向があるの

ではないかという不安も持っていたという。

最終的に董事長の出したＹへの回答は（Ｃ社と

の協議あるいはＣ社の指示でもあろうが）、今後、

Ｃ社の配船している全ての航路において、ＹがＣ

社の船舶を利用し日本で運賃が支払われるものに

ついては、コンテナ１本につき US＄２００．００ずつ値

引きを行うというものであった。Ｙは、この案を

うまく利用する以外にＹが支払った航空運賃を補

填するよい方法が見出せなかったため、とりあえ

ず、Ｃ社の提案を受け入れざるを得なかった。

当初この契約はそのように実行されていたが、

実際に利用していた航路にはＣ社より船足の速い

邦船が何社かあり運賃もUS＄２００．００の値引きを考

慮してもＣ社と同レベルの船会社は何社かあり、

また、メーカーからはトランジット・タイムの短

縮を強く要請されていたこともあって、C１からの

提案は途中から実行されなくなり、C１との取引は

自然に消滅することになっていったという。結局、

Ｙは航空運賃の大半の回収はあきらめざるを得な

かった、とのことである。

２）邦船社の利用を選好する所以

この事例を省みて、もし邦船社と同様のトラブ

ルが発生した場合を想定して比較すると、以下の

ような違いがあると考えられる。

� 大手の邦船社の場合、運送書類の発行後にこ

のように突如、配船を中止し、しかも代替船を

就航させないようなことがあり得るか。通常、
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荷主の多くは、経験的な判断を加えて、ないで

あろうと考えていよう。

� 日本でトラブルの交渉するような場合は、日

本語で交渉が行われるため言語による相互のデ

メリットは省ける。そのため、早期の決着が期

待できる。

� 邦船の場合、本社は日本に存在するため日本

で結論が出せる。結果として、早期の決着が期

待できる。

� 邦船社であるため外国会社のように容易に本

国に引き上げるようなことはできず、常識的な

解決が期待できる。

� 裁判等になったような場合でも日本の法律が

適用され日本の法廷地で結論が出せるため、旅

費や弁護士費用などの経費削減になり、また、

トラブルに関連する多くの人たちが裁判等の経

緯などについても把握が容易になる。

このようなことがあったため、Ｙは、以後、原

則として日本の輸出入に利用する船会社は邦船の

利用を条件としている。日本人だから日本の会社

だから邦船社を好むということは全くないが、過

去の経験が教えるところによると、他の主要条件

が同じであれば必然的に邦船社を選好することに

なるはずだ、とまで言い切る。

もちろん、船社の選定は、貿易条件によっては

（FOBや FCAなど）買主からの指定があるケース

も少なくない。そして、海上運賃とトランジット

・タイムの長短などが運送人選定の大前提ではあ

るが、もし、何らかの理由により邦船社が利用で

きないような航路については、次のようなことを

考慮して利用船社の決定を行っているという。

� トラブルのジャッジメントなどにつき、その

つど本国の指示を仰ぐことなく日本で最終判断

や決定ができる船会社。

� 準拠法が日本法に基づいている運送書類であ

ること。もしそうでないような場合は、Ｙが別

途用意してある「海上運送契約書」に調印する

ことを条件とする。

� その会社のトップ経営層に日本語が理解でき

る者がいること（できれば取締役社長または支

配人など）。

総じて言えることは、邦船社とトラブルが発生

したような場合、外船社とのトラブルと比較して、

早期な決着と日本人的な思考による常識的な結論

に至る公算が大きいといえそうで、結果的には、

担当者のフラストレーションの抑制となり、また

手間とコストの削減に通じることになるのではな

いか。今後も貿易を続けてゆく限り、いつかはま

たお付き合いのあるであろう船会社との取引のこ

となども考慮すると、邦船社選択の方が荷主にと

っては有益な結果になることの方が多いのではな

いかと考えられる。

係争が裁判などに発展した場合、外国の法廷地

まで出掛けて行き、外国の法律によってトラブル

内容の可否が判断されることの不利益を可能な限

り回避することは、企業および担当者の精神的な

負担も含めて、時間やコストなどの節減は想像以

上に多大なものがある。Ｙは、この点については

実際に経験してみないと実感としてはわかりにく

く、また、ケース・バイ・ケースによって大きく

異なるため金銭的な計算もしにくいというが、そ

のような不利益の発生をあらかじめ回避しておく

ことこそ、昨今さかんに強調され出している企業

経営のリスク管理の一つではないかと強調する。

�．わが国の海運政策のあり方
１）フラッキング・アウト

先日、『コンテナ物語』（マ

ルク・レビンソン、村井章子

訳、日経 BP出版、２００７年）を

読んだ。

原題は、“The Box”であるが、

コンテナという「鉄の箱」の

出現によって、港湾業務の形

態は、従来から行われていたように頑丈に梱包さ

れた貨物自体を船に積込んだり積降したりするタ

イプの在来船型港湾作業から、コンテナという箱

の積込み積降し作業に変わり、作業内容も規格化、
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定型化されて行く。それに伴い、従来は港頭地区

で行われていた港湾作業の一部が内陸に移動して

ゆくことになり、そこでコンテナ作業が行われて

ゆく様がよく描かれている。コンテナの利用が普

及してくるにつれ、貨物やその貨物のコンテナへ

のバンニング・デバンニング作業とコンテナ自体

の保管・蔵置などが、ニューヨークからニュージ

ャージ州やペンシルベニア州の大型集積場に移動

してゆく様子は、物語として読んでもおもしろい。

その中に、船会社の経営については、船会社の

持つ独自技術からヒット商品を生み出し製造業の

ように数十年にわたって高利益を上げ続けること

を期待することはできない。船会社が顧客に売る

のは、小麦や大豆、鉄鉱石などと同じコモディテ

ィなのだ（コモディティには盛衰がある）、という

記述があった。

船会社の末長い存続は、一流会社と言えども、

恒常的な合理化努力を続けていかないと経営危機

にさらされる可能性は常にあり、世界の海運業界

の現状を見ると、他の業種よりもその浮沈は激し

いように見える。製造業では、企業の海外移転が

増加して国内の仕事が減ることにより雇用も減り、

その結果、国内産業や経済活動が衰退してゆくこ

とを「空洞化」というが、これに対して海運業界

では、本船の日本人乗船員が少なくなり代わりに

外国人船員が著しく増加している現象のことを、

「真空化」などと表現することがよくある。語感

としては、「空洞化」より「真空化」の方が危機感

は強く切迫感がある。船会社は経営努力の一環と

して、新造船を購入してもフラッギング・アウト

（先進国の船籍をパナマやリベリアなどの便宜置

籍船国に移すこと）の検討を行うことが多く、便

宜置籍船国の安価な登録料、緩やかな船舶検査、

節税と船員費の削減などを志向して、維持管理コ

ストを低く抑えることが一般的に行われている。

特に、老朽船をたくさん保有している船舶所有者

にとっては、国際的に認められている基準を維持

している国を旗国（船籍国）としたのではコスト倒

れになりかねないこともあるため、船会社によっ

てはこれを積極的に行う経済的利益は少なくない。

しかしながら、フラッ

ギング・アウトを行った

場合、登録者に直接的な

経費節減等のメリットは

あっても、便宜置籍国の

なかには、IMO（国際海

事機関）の定めたMARPOL（船舶汚染防止国際条

約）や SOLAS（国際海上人命安全条約）、STCW

（船員訓練・資格証明・当直基準条約）などのよ

うな国際的基準が遵守されていない国もある。自

国船舶の検査義務が充分に実施されていない便宜

置籍国があることは知られている通りで、この基

準を守る能力のない船社があったり、船籍を増加

させるために意図的に守らなかったりする旗国も

ある。

これは、船主にとっては、船舶についての管理

費などが些少で済むため経済的に好都合となる。

このような構造上、船舶管理、安全航海、海洋汚

染等に関する重大な欠陥のある船舶のことをサブ

スタンダード船と言うが、入港国は、自国の安全

と利益を擁護するために、このような船舶の寄港

を、国際ルールに反しない限りにおいて如何に制

限するかに苦慮しているのが現状である。

日本と国交のない朝鮮民主主義人民共和国（北

朝鮮）の万景峰号（マンギョンボンホ）は、日本

人拉致にこの船が利用されたとの北朝鮮工作員の

証言やその後の事実関係の判明によって一躍その

名前の知られるところとなったが、この船舶につ

いては、コンピュータ部品や家庭用ゲーム機器、

ミサイル部品およびミサイルの加工危機など禁制

品の輸送、麻薬の持ち込みと輸送なども確認され

ている。また、この船の船底には潜水艦と交信す

るためのソナー（聴音波物体探知機）が装備され

ていたり、船舶の整備不良で日本への寄港が大幅

に制限されたことも何回か生じている。

２）ポート・ステート・コントロール

海上輸送・交通においては、「海運自由の原則」

が国際的に認められているために、たとえ北朝鮮

とわが国のように国交のない国だからといって、
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それを理由に入港を断ることはできない。慣行上、

国際港として指定された場所には、どこの国の外

国船籍であろうと、原則として入港は認められて

おり、入港を拒否することは出来ないこととなっ

ている（ただし、現在の万景峰は、北朝鮮のミサ

イル発射実験や拉致問題等を理由に入港は大幅に

制限されている）。

しかし、いくら国際的な慣行で入港制限が困難

であるからといってサブスタンダード船の入港を

無条件に認めてしまうと、寄港地においては、入

港後に発生するかもしれないさまざまなリスクに

さらされ余分なコストも発生することもあるため、

入港前にそのチェックが必要になる。この手続を

なおざりにして、過去にサブスタンダード船によ

って引き起こされた事故にはいとまがない。

例えば、サブスタンダード船の海難事故や座礁

による被害などが発生した場合、これらの船舶は、

そのほとんどが P.I.保険（船主責任保険：船舶所有

者または運行者が船舶の運航に伴い発生する損害

を対象とする保険）には入っていない。たとえ加

入していた船舶があったとしても、海外に居住す

る船主に対する責任追及や求償には困難なことが

多く限界がある。また、事故が発生した場合、そ

の事故による直接的な損害以外にも、事故船舶の

撤去・処理費用等につき船主が支払えないものが

あるが、これらを旗国が補填してくれるわけでは

ない。もちろん、船舶所有者自信が直接それらの

費用を支払えないことは言うまでもない。

海浜や港湾での事故が目前で発生し、拡大損害

も懸念されるような時、その事故の与える近隣住

民や国民等への影響・波及を考慮すると、港湾管

理者には早急な対応や処理の必要に迫られること

が多い。そのような場合、まず現場の応急処置や

対策が第一で、その後の処理やコストを誰が負担

するのかの検討は二の次になる。しかし、サブス

タンダード船の場合、最終的には、それらのコス

トは本来の負担者が支払うのではなく入港国の負

担とならざるを得ないことがほとんどである。

このように、主としてフラッキング・アウトに

よって生じやすいサブスタンダード船は、船員雇

用問題、海難事故、座礁による被害、それに伴う

コスト負担や環境問題などさまざまなトラブルを

世界中で引き起こしている。特に、巨大オイルタ

ンカーなどの事故の場合、わが国への今後のエネ

ルギーの安定供給の道がどうなるかなどの問題以

上に、破壊されたタンカーからのオイル漏出によ

る海洋や漁業関係者への被害は、時として、地球

規模の環境破壊に発展する可能性をも秘めていた

りする。輸送貨物の保全や目前の経済的利益をど

うするかということより、地球全体の問題として

取り上げなければならないことも少なくない。船

会社がフラッキング・アウトによる経済的効果を

追及した結果、このような事故を発生しやすくし

ている一面も無視できないのである。

日本政府は、わが国への入港船舶に対して、海

上における人命や船の安全、海洋環境の保全など

を図るために、わが国独自の政策で、IMOや ILO

（国際労働機関）等が定める国際基準に適合して

いるか否かの船舶や雇用管理などの検査を行って

いる。これが、いわゆる PSC（ポート・ステート

・コントロール：寄港国による船舶等の管理）で、

旗国が自国船の検査義務を十分、果たしていない

ことからこれを補完するため寄港国が検査を行い、

外国船舶の安全性等を入港国が検査する制度とし

て、先進国を中心として国際的に実施されている

ものである。

この制度はわが国にお

いては１９８４年から実施さ

れているが、これまで一

般の人にはあまり知られ

ていなかった。しかし、

北朝鮮の万景峰号の船舶

管理不足による入港拒否などで有名になり、一般

にも広く知られるようになった。PSCの実施や強

化は船舶の海難事故等を抑制し未然に防止するた

め、寄港地や寄港国に対する一つのセーフティネ

ット（万一の安全対策）としての役割が期待され

ている。また、公海における海難事故の場合にお

いては、寄港地への影響だけでなく地球環境に与

える影響も少なくないため、世界的にも強化の方
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向に向かっている。

３）船会社への経営支援

資本主義の国における適正な利潤の追求は自然

な経済行為であるが、それが行き過ぎるとさまざ

まな弊害をもたらすことになる。例えば、職場に

「労働コスト削減」などという管理目標が提示さ

れたりすると、管理者の視点は極度に人員や残業

削減などに向けられ、企業によっては安全を犠牲

にしてまで人員を切り詰めたり労働時間を短縮し

たりする傾向が強くなり、コスト削減のために労

働者が犠牲になるようなマネジメントが行われる

ことも少なくない。

フラッキング・アウトも「真空化」による経営

の合理化という視点に立つと、いくぶんこれと似

た部分がある。船会社には経済的利益をもたらす

かもしれないが、旗国の規制や管理あるいは運航

者の経営スタンスによってはサブスタンダード船

を生み出しがちになり、入港国においては、自国

のコストで PSCを行う必要性に迫られることとな

る。もし事故が発生した場合、その負担はすべて

入港国が負わなければならなくなるため、とりあ

えず可能な限りそれをミニマイズしておこうとい

うわけだ。しかし、入港国では、たとえ PSCを行

っていてもすべての船に対して実施できるほどの

人員や手間とコストがあるわけではなく、PSC

はあくまでセーフティネットの一つにすぎず、お

のずと限界がある。

そこで見えてくることは、船舶が日本国籍（高

税率で安全等に対する規制が多い）だと船員に規

定の日本人船員を乗船させておく必要が生じるが、

邦人の船員費が高いなどのためフラッキング・ア

ウトしてゆく。そして、わが国でも、入港地の安

全を守るために PSCの実施が行われることになる。

そこには、邦船社がフラッキング・アウトした船

舶が入港してはいまいか……。果たして、海運政

策のあり方としてそれでよいのか、という疑問が

生じる。

加えて、非常時における食料やエネルギーの輸

送確保については、日本籍船や日本人船員のほう

が日本国民に対して貢献するであろうことが期待

できる。

また、非常時における航海命令（海上運送法第

２６条の規定に基づき、船舶運航事業者に対して航

路や人・貨物等を指定して行う航海の命令）を実

施できるように法令を改訂したとしても（現在の

法令では内航船に限定されている）、それを遵守す

る船舶は日本国籍にしか期待できないのではなか

ろうか。

ここで言えることは、船員費とそれに見合う税

制上のあり方なり船舶管理コストとの兼ね合いに

ついて、諸外国との比較検討を行い非常時におけ

る邦船社の意義なども考慮したうえで、再度、検

討する必要があるということである。より具体的

には、邦船社に対する優遇税制を考慮することに

よって、フラッキング・アウトを抑制したり必要

最小限の日本籍船を確保しておくことが、わが国

の非常時における安全を確保する意味で国の政策

として必要ではなかろうかということである。

ましてや、多くの諸外国で実施されているトン

数標準税制（船舶のトン数を基準とする課税方式。

好不況に係わらず税額は一定のため経営が安定）

の導入などは、徴税の衡平という目的を保ちなが

ら海運企業の安定性にも寄与することになるため、

海運先進国ではすでに十年前から導入されている。

わが国でも即刻実施に移されてもいいもので、そ

のような制度が先進国でもわが国だけ実行に移さ

れていないこと自体、わが国の外航海運政策に対

する後進性の象徴とも写るものである。わが国の

国益を考慮すると、関連部署の積極的な推進を期

待したい。

そして、わが国においても諸外国と同様に、自

国海運の支援・育成を行い外航海運の経営基盤・

国際競争力の強化を図ってゆくことが、中・長期

的におけるわが国の国益

を守ることになり、それ

がわが国の経済の一層の

進展に通ずると考える人

は筆者だけではないはず

である。
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第�回環境セミナーを開催
―船舶からの大気汚染防止をテーマに―

当協会は、環境対策の一環として、環境問題に関するさまざまな情報の提供や問題意識の共有な
どを目的に「環境セミナー」を開催しており、去る６月１８日、船舶からの大気汚染防止をテーマと
して第５回セミナーを開催した。
船舶からの大気汚染防止については、現在、国際海事機関（IMO）において窒素酸化物（NOx）

や硫黄酸化物（SOx）などの排出規制の大幅な強化が審議されており、その審議の状況や関連業界の
動向などについて４名の専門家がそれぞれ講演した。講演の概要は以下のとおりである。本問題へ
の関心の高さを反映して、当協会会員会社のほか、舶用エンジンメーカーや石油業界、行政関係者
などから１２０名以上の参加があった。
当協会は、今後もセミナーの開催などにより、環境問題に関するさまざまな情報の提供に努めて

いく。

講演１：「大気汚染防止に向けた国際的取組み」
安藤 昇氏（国土交通省海事局安全基準課長）

NOx、SOx対策や温室効果ガス対策に関する IMOでの審議状況や日本の対応などについて説明
した。

NOx規制に関して現行規制値の８割削減となる日本提案については、当面「打ち止め」となる
実現可能な最大の規制値を定めることで、「ゴールの明示によるメーカーの経営資源の集中投資」
「船社の建造投資時期の明確化」を促したい。また、NOx削減は CO２とトレードオフの関係にあ
り、SOxについても脱硫による CO２発生増を考慮して、NOx、SOxとも陸上への影響が大きい沿
岸域のみ規制する地理的規制を支持する。IMOの規制強化に対しては、わが国海事産業の優位性
を確保するため、戦略的に取り組む体制に強化していく。

講演２：「燃料油供給の現状と新たな要求への課題」
林 利昭氏（新日本石油� 研究開発本部開発部燃料技術室プリンシパルリサーチャー）

国内外の石油需要の見通しや低硫黄燃料油の製造方法、新たな要求への課題などについて説明
した。IMOでの議論を踏まえ日本への導入を想定し、環境面、供給面などの影響について調査を
計画している。具体的には低硫黄重油の需要量の予測、新規設備投資の必要性・コスト計算（初
期、運転時）、安定供給性などである。また、残渣油（Ｃ重油）の使用が禁止された場合、残渣物
の処理も大きな課題となる。

講演３：「NOxによる大気汚染防止に向けて」
� スーパークリーンマリンディーゼルの開発

辻 一郎氏（�日本舶用工業会 常務理事）
２００７年度から５年間の、NOx排出量８０％削減を目標とする「スーパーマリンクリーンディーゼ
ル」の開発事業について説明した。同事業では、アンモニアなどの接触還元触媒（SCR）を用いた
後処理装置を開発し、試験機の実船テストも予定している。
� NOxによる大気汚染防止に向けて

若月祐之氏（�日本舶用工業会 大型機関技術委員会委員長）
舶用エンジンの NOx低減技術について紹介するとともに、SCR採用に関する問題点などについ

て説明した。後処理装置で採用する「触媒脱硝」技術は、すでにフェリーなどに搭載されている
ケースもあるが、本格的な実用化に向けては、排ガス中の硫黄分による触媒の劣化や脱硝性能の
保証方法などの解決の必要を指摘した。 （海務部：斎藤）

▲海運ビルにおいて開催された環境セミナー ▲主催者を代表し挨拶する前川副会長兼海上安全・環境委員長（当時）
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本号シッピングフラッシュＰ．１１にてお伝え

いたしました「交通政策審議会海事分科会国

際海上輸送部会」の「中間とりまとめ」を全

文掲載いたします。

はじめに

四面環海の我が国にとって、貿易量の９９．７％を

担う我が国外航海運は、我が国経済・国民生活を

支える上で大きな役割を担っており、安定的な国

際海上輸送の確保は、我が国の発展にとって極め

て重要な課題である。

その外航海運の現状は、世界的な荷動きの増大

により活況を呈しているが、グローバル化する世

界経済の中で、外航海運事業者は、激しい競争を

展開している。このような中、日本商船隊におけ

る日本籍船の総数は、昭和６０年のプラザ合意後の

急激な円高等による価格競争力の喪失を契機に極

端に減少し、ピークであった昭和４７年の１，５８０隻か

ら、平成１８年には９５隻にまで減少した。また、外

航日本人船員も、ピークであった昭和４９年の約５

万７千人から、平成１８年には約２，６００人に極端に減

少した。こうした状況は、非常時における対応を

含め、我が国経済・国民生活の向上にとって不可

欠の安定的な国際海上輸送を確保する上で懸念さ

れる状況と言わざるを得ない。

我が国がグローバルな国際経済社会の中におい

て、海洋国家として、また、貿易立国として、今

後とも持続的成長を遂げていくため、外航海運が

果たすべき役割、日本籍船の増加、外航日本人船

員の確保・育成を中心として将来にわたり安定的

な国際海上輸送を確保するためいかなる海事政策

を展開すべきか、について審議するため、２月８

日に国土交通大臣から交通政策審議会に「今後の

安定的な海上輸送のあり方について」の諮問がな

された。本部会において、安定的な国際海上輸送

の確保のための海事政策のあり方について、５回

に亘り調査審議を行ったところであるが、問題の

緊要性にかんがみ、現時点における審議の結果を

中間的にとりまとめることとした。

１．外航海運の状況

� 世界経済の動向

世界経済は、一時的な停滞をはさみつつも、

基本的には拡大を続けてきている。この１０年を

見ると、１９９７年のアジア通貨危機、２０００年の米国

の ITバブルの崩壊を契機とした世界同時減速、

２００１年９月の米国同時多発テロを要因とした世

界経済の一時的な停滞が見られたが、２００１年後

半にはアメリカの堅調な消費等を背景に景気は

回復し、その後拡大基調で推移してきた。

世界の名目経済成長率は２００５年で７．７％と高水

準を維持しており、米国、EU、ASEANの実質

GDPも概ね着実に成長し、日本も、バブル期の

経済成長率には達しないものの相当程度回復し

てきた。その他、中国及びインドの台頭が目覚

しく、直近３年の実質経済成長率は、中国は約

１０％、インドは約８％となっている。

� 外航海運の状況

世界の海上荷動量は、トンベースでは、１９９９

年から２００２年で年平均３％の伸率であったが、

２００２年から２００５年の年平均伸率は６％となってい

る。また、トン・マイルベースでは、１９９９年か

ら２００２年で年平均２％の伸率であったが、２００２年

から２００５年の年平均伸率は６％となっており、

ここ数年間の伸びは、トンベース、トン・マイ

各種調査・報告書欄

平成１９年�月

安定的な国際海上輸送の確保のための海事政策の
あり方について（中間とりまとめ）

せんきょう July 2007●25



ルベースともに顕著である。

このように、世界の海上荷動量は増加してい

るが、世界経済の回復のほか、東西冷戦終結を

発端として旧社会主義経済圏も含んだ市場主義

経済圏の拡大も背景にあり、今後もこの傾向が

続くと考えられる。

� 不定期航路

不定期部門における海上荷動量は、ドライ

バルク、三大バルク（鉄鉱石、石炭、穀物）、

原油ともに一貫して増加傾向にあり、特に三

大バルクの伸率が１９９６年から２００６年にかけてト

ンベースで年率５％と相対的に高く、将来的

にも三大バルクの海上荷動量の伸びが特に大

きい見通しとされている。三大バルクの内訳

で見ると、鉄鉱石の伸率が２００１年から２００６年で

年率９．５％と相対的に高く、今後も鉄鉱石、石

炭が牽引役となり、三大バルクの海上荷動量

の伸率は堅調に推移する見通しとされている。

また、資源獲得競争を含め経済の一層のグロ

ーバル化を背景に、トン・マイルベースでの

世界の海上荷動量の増加率がトンベースの増

加率を上回るとの見方もあり、これが更なる

船腹量の増加につながることも考えられる。

実際、世界的な海上荷動量の増加に伴い、

世界の船腹量は増加傾向にあるが、世界の船

舶建造量も２００２年から２００５年までの年平均伸率

は１４％と顕著な伸びを示していることから、

将来的な船腹量は増加する見込みである。船

腹量の急増により、将来の需給動向によって

は、市況変動に大きな影響が生じる可能性も

あり得るので、今後とも注視する必要がある。

� 定期航路

世界経済の拡大や中国、インド等の著しい

経済成長を背景に、アジアを中心に世界の海

上コンテナ荷動量も増加している。特に東ア

ジア域内では、日本等で付加価値の高い部品

・加工品を生産し、労働集約的な工程に強み

を持つ中国、ASEANで部品を組立て、最終財

を日本、米国、EU等へ輸出するという工程間

分業が進展してきており、これも、アジアを

中心とした荷動き拡大の要因の一つとなって

いる。

世界の主要コンテナ航路においては、高度

化・多様化する荷主のニーズに対応するため、

複数の船社が世界規模で、共同配船やターミ

ナルの共同利用等の提携を行うアライアンス

が形成されている。近年、欧州船社のM&A

等による巨大化が進み、単独でアライアンス

より巨大な船社が現れており、巨大船社によ

る市場支配力が強まるおそれがある。このよ

うな動きに対応して、アライアンス同士の提

携も始まっており、競争が激化する中、市場

参加者による合従連衡の動きが顕著になって

きている。

我が国経済・国民生活に対する外航海運の意義・

必要性等

上述のような激しい競争にさらされている中で、

安定的な国際海上輸送の確保のための施策を検討

する前提として、外航海運、本邦外航海運事業者、

日本籍船・日本人船員（海技者）（注１）の意義・必要

性を改めて検討し、国家として講ずべき施策の必

要性等について改めて検討した。

� 我が国経済・国民生活に対する外航海運の意

義・必要性

四面環海の我が国は、海を通じて経済と国民

生活を支えており、資源エネルギー関係では原

油が９９．７％、天然ガスが９６．３％、鉄鉱石が１００％、

石炭が９９．３％を輸入に依存しており、食糧は６０％

を輸入に依存しており、これらを輸送するライ

フラインである外航海運は極めて重要である。

また、国際貨物輸送における海運の分担率は、

重量ベースでは９９．７％、金額ベースでも約７割

となっており、貿易物資輸送の大部分は海運に

依存しているという状況である。特に、産業・

生活の根底を支える資源エネルギーの輸入は海

運が担っており、この役割は他に代替不可能で

ある。

このため、我が国経済・国民生活の向上にと

って安定的な国際海上輸送を常時確保すること

は必要不可欠である。

� 本邦外航海運事業者の意義・必要性

本邦外航海運事業者は、我が国の国際海上輸

送の約６０％、特に輸入については約６５％を分担
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する主たる輸送の担い手であり、安定的な輸送

を確保し、我が国産業界の国際活動、国民生活

の維持向上を図る上で不可欠の存在である。本

邦外航海運事業者は、単一の国際市場で外国の

外航海運事業者と激しい競争を繰り広げている

が、本邦外航海運事業者が国際競争力を持って

安定的に経営することは、安定的な輸送を確保

する上で極めて重要であり、競争力を維持・強

化し、機能を確保することは国家的課題である。

また、本部会の審議において、本邦外航海運

事業者は荷主のニーズによく応えてくれる信頼

性が高いパートナーとの評価を得ており、特に

以下のような点で極めて重要な存在であるとの

見解が表明されている。

� 安定的な運賃設定・安定的な輸送

本邦外航海運事業者は、荷主等と長期的な

信頼関係を築いており、運賃などの契約内容

を急激に変更するといったことが少なく、一

方で、配船のフレキシビリティーが高い、定

時性が確保されており、突発的な運航の停止

も少ないといった安定的な輸送にも定評があ

る。

� 運航の安全性

本邦外航海運事業者は、日本及び海外にお

いて港湾事情に精通し、船舶メンテナンス技

術・運航技術・運航管理体制・安全管理体制

のいずれにおいても高度なものを有しており、

世界的に見ても高いレベルにある。

� トラブル時の対応

日本語による円滑なコミュニケーションが

可能であり、トラブル時の対応力と解決力に

優れ、また、本社機能が日本にあり、迅速な

意思決定が可能である。

また、東アジアにおいて工程間分業が進展

する中で、我が国産業の世界進出を支える本

邦外航海運事業者が果たす役割は極めて大き

い。

� 日本籍船・日本人船員の意義・必要性

日本籍船・日本人船員（海技者）の意義・必

要性については、これまでも平成９年の海運造

船合理化審議会等で整理されてきたところであ

る。諸外国においても、国家安全保障上の理由

や、自国物資の安定輸送手段の確保、船舶運航

等に係るノウハウの維持、海運及び海事関連産

業の重要性等の観点で、自国籍船・自国船員（海

技者）の意義・必要性を認め、様々な確保のた

めの施策が採られているが、日本における日本

籍船・日本人船員（海技者）の意義・必要性を

改めて整理すると以下のとおりである。

� 日本籍船・日本人船員の法的な位置付け

日本籍船は、旗国主義に基づき、旗国たる

我が国政府の管轄権行使及び外交保護権の行

使の対象となる。この日本籍船の要件は、船

舶法により、日本国民又は一定の役員が日本

人で占められる日本法人により所有される船

舶と定められており、船舶運用の意志決定が

日本国民主導でなされるようになっている。

また、このような日本の管轄権を適切かつ

確実に行使することが期待されているのは、

日本人船員である。

� 日本籍船・日本人船員の意義・必要性

Ａ）法的位置付けを基にして考えられる日本籍

船・日本人船員の意義・必要性

ａ）経済安全保障のための管轄権が及ぶ輸送

体制の確保

�）四面環海、資源に乏しい我が国におい
ては、経済安全保障の観点から、日本の

管轄権が及ぶ一定の日本籍船を保有する

ことが必要である。日本籍船は、日本の

立法上及び執行上の管轄権下にあるため、

非常時等において、日本政府による日本

籍船に対する公権力の行使が可能である

等日本政府が国家としての対応措置を執

ることができる。また、このような日本

の管轄権を適切かつ確実に行使すること

が期待される日本人船員を常時確保して

おく必要がある。

例えば、災害、事故等において、緊急

に物資や邦人の輸送を行う必要がある場

合やテロ、政変等による治安悪化といっ

た世界・日本の諸事情の変化の中で貿易

物資を輸送する必要がある場合について

は、便宜置籍国、船員供給国等における

政治・外交等諸事情に左右されない日本
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人船員の乗り組む日本籍船が最も信頼で

きるものと考えられ、これを使用し得る

可能性を常時確保しておく必要がある。

また、世界的な船員の需要と供給のバ

ランスについては、船舶職員不足・部員

過剰の需給構造となっており、将来的に

船舶職員不足が一層深刻化する見通しで

ある中、優秀な日本人船員を着実に確保

しておくことが必要である。

�）日本籍船は、日本政府が保護の対象と
するものであり、また、犯罪が発生した

場合に日本政府が犯人の逮捕を行うこと

ができる等国家としての対応措置を直接

執ることができるため、安定的な国際海

上輸送の核としての役割を期待すること

ができる。

外国籍船の場合、例えば、公海上でテ

ロ行為や日本人の殺害等の重大犯罪が発

生した場合等に、旗国主義の下、当該外

国籍船は旗国の排他的管轄権に服するこ

ととなるため、当該旗国の同意等がなけ

れば、我が国は強制管轄権（執行管轄権

及び司法管轄権）を行使することができ

ない。更に、船体や積荷に対する損壊と

いった財産的被害については、外国籍船

である限り、我が国の強制管轄権は及ば

ない。

b）海上輸送の安全の確保及び環境保全

海上輸送の安全の確保及び環境保全は、

国連海洋法条約において旗国の義務とさ

れているが、日本籍船及び優秀な日本人

船員であれば、日本の管轄権の下、本邦

外航海運事業者による適正な管理を確保

することができ、安全の確保及び環境保

全が図られる。さらに、海難事故等の際

を含め、船舶部門と陸上部門との円滑な

コミュニケーション確保の観点からも日

本籍船・日本人船員を確保することが必

要である。

Ｂ）船舶運航等に係るノウハウの維持

日本の外航海運業が国際競争力を持って持

続的に発展する上で、陸上・海上を問わず、

操船能力及びその経験に裏打ちされた運航管

理・船舶管理能力を備えた中核となる優秀な

技術者集団を内部に保持することが必要であ

る。経験豊富な日本人海技者は顧客の物流ア

ドバイザーとしても評価されており、世界レ

ベルの海事技術者として欠かせない存在とな

っている。このような海技の伝承に加え、技

術革新、海事教育、海事に関する研究開発等

の分野においても日本人船員（海技者）は必

要である。日本人船員（海技者）が保持する

「海の DNA」は、一旦世代が断絶してしまう

と、再び確立するには極めて大きな時間・労

力・費用が必要であるため、これを途切れさ

せないことが極めて重要である。

� 日本籍船・日本人船員の必要規模

上述のとおり、平時より一定規模の日本籍船

・日本人船員を確保することが必要であり、そ

の必要規模を試算した。試算に際しては、平成

９年の海運造船合理化審議会海運対策部会の答

申「新たな経済環境に対応した外航海運のあり

方」における日本籍船の必要規模の試算の考え

方も参考にしつつ、以下のようなケースを想定

する。

� 全て日本籍船で輸送しなければならない状

態が１年程度継続

� �の状態において一定規模の国民生活・経
済活動水準を確保するための日本への輸入を

対象とした輸送力に対応する日本籍船の必要

規模を試算

一定規模の国民生活・経済活動水準として

は、最低限の水準として、少なくとも健康で

文化的な最低限度の生活水準と、当該水準に

相当する経済活動水準が適当であると考えた。

その水準の算出に当たっては、生活保護世帯

の水準や最低賃金の水準を参考としたところ、

最低限の水準は、概ね通常時の約３割強と試

算された。

また、日本人船員の必要規模の試算につい

ては、最低限必要な日本籍船に乗り組む船舶

職員は全て日本人とするとの考え方を採り、

以下のようなケースを想定する。

� 日本籍船の必要規模を前提に、日本人船
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員の必要規模を試算

� 日本籍船に乗組む船舶職員（船長１名、

航海士３名、機関長１名、機関士３名）は

全て日本人

� 通年運航を可能とする最少限の船舶職員

数

これらに基づき試算すると、最低限必要な

日本籍船は約４５０隻となり、これらの日本籍船

を運航するのに必要な日本人船員は約５，５００人

となる。一方、平成１８年に外航海運業界は、

業界の総意として、日本籍船を５年で２倍、

日本人船員を１０年で１．５倍に増加させることを

目標とする旨を表明している。

日本籍船・日本人船員の現状規模を踏まえ

れば、日本籍船約４５０隻、日本人船員約５，５００人

という必要規模を短期間で達成することは困

難であり、今後、日本籍船・日本人船員の計

画的な増加を図るべくさらに検討することが

必要である。

外航海運に対する諸外国の施策

安定的な国際海上輸送の確保のために我が国に

おいて講ずべき施策について検討する前提として、

外航海運に対する諸外国の施策を概観する。

� 従前からの諸外国の施策

商船隊の整備を推進していくため、従前より

船舶投資に関連し、通常より償却年数を短縮す

る加速度償却等の償却制度上の優遇措置や売船

益にかかる税金を繰延べすることができる圧縮

記帳等の船舶の買換え時の特例措置等が導入さ

れているが、１９８０年代からフラッギングアウト

対策として一定の条件の下に、外国人船員を出

身国の賃金水準で雇用することや、船舶登録料、

船員所得税等の減免等を認める国際船舶制度が

導入された。また、並行して船員所得税や社会

保険料の減免、船員の派遣・帰国費補助、船員

の訓練費補助といった船員、船主の負担軽減措

置が行われた。しかしながら、フラッギングア

ウト対策として一定の歯止めにはなったものの、

自国籍船の減少の傾向は止まらなかった。

� 最近の動向

このような事態を受け、１９９０年代の欧州諸国

において、自国海運業の国際競争力の確保、自

国籍船のフラッギングアウト防止、自国船員の

確保等を目的としてトン数標準税制（みなし利

益課税）の導入が相次いだ。このトン数標準税

制は、船舶のトン数を基準として、一定のみな

し利益を算定する課税標準の特例措置であり、

好不況にかかわらず税額の大幅な変動が避けら

れるため、計画的船舶投資を促進する等の効果

がある制度である。また、同税制導入国におい

て、みなし利益の水準は、極めて低く設定され

ている。

トン数標準税制の導入状況については、欧州

諸国に続き、米国（２００４年）、韓国（２００５年）、イ

ンド（２００５年）でも導入されるなど世界的な広

がりを見せ、船腹量で見ると、既に約６割の国

で導入されており、非課税国もあわせると既に

約７割の国で法人税の特例措置が導入されてい

ることになる。

トン数標準税制の導入に当たっては、各国の

政策目的に即した対応が採られている国も散見

される。ドイツの例を見ると、船主協会は、政

府にドイツ籍船を増加する約束をしており、イ

ギリスにおいては、トン数標準税制を選択した

船社に一定の船員訓練義務を課すなど、政策目

的に適った効果につながるような措置が講じら

れている。

また、EUにおいては、「海運に対する国家助

成ガイドライン」で EU加盟国籍船の増加、海技

の伝承等のため、トン数標準税制の対象を EU

加盟国籍船とした上で、EU加盟国籍船が６０％に

達するまでは、当該籍船の増加又は維持を図る

こととされている。

これらの結果、オランダ、ノルウェー、ドイ

ツ、イギリス、デンマークといったトン数標準

税制導入国において、導入後に、自国籍船数・

自国船員数が増加しているといった効果が表れ

ている場合も見受けられる。

２．安定的な国際海上輸送の確保のために我が国

において講ずべき施策

上述の我が国における外航海運、本邦外航海運

事業者、日本籍船・日本人船員（海技者）の意義
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・必要性を踏まえつつ、外航海運に対する諸外国

における施策も勘案して、以下のとおり、安定的

な国際海上輸送の確保のために我が国において講

ずべき施策についてとりまとめた。

� 施策実施の必要性

� 本邦外航海運事業者の国際競争力の確保

外航海運業は世界単一市場を形成しており、

グローバル化する世界経済の中で、本邦外航

海運事業者と外国の外航海運事業者との間の

競争は激化の方向にある。例えば、

� 定期船分野でM&Aが進展し、欧州船社等

の一部船社の巨大化が進み、本邦外航海運

事業者との間で格差が拡大してきているこ

と

� 本邦外航海運事業者の強みである不定期

船部門においても、例えば近年、国際入札

において、敗退する事例が発生しているこ

と

� 我が国の輸出入に係る本邦外航海運事業

者の積取比率は、外国の船社との競争激化

等により、微減の傾向にあること

等の状況が見受けられる。２．�で述べたとお
り、本邦外航海運事業者は我が国国際海上輸

送の主たる担い手であり、これが国際競争力

を持って安定的に経営することが、安定的な

輸送を確保する上で極めて重要である。勿論、

国際競争力は、基本的には事業者の不断の自

助努力により確保されるべきものであるが、

諸外国の外航海運事業者が税制をはじめとす

る手厚い優遇制度の下で事業を行っている現

状にかんがみれば、本邦外航海運事業者が、

外国の外航海運事業者と同等の条件で競争で

きる環境整備が必要である。

� 日本籍船・日本人船員の確保

日本商船隊の規模は、近年、２，０００隻程度で

隻数は横ばいであるが、日本籍船については、

昭和６０年のプラザ合意後の急激な円高等によ

る価格競争力の喪失を契機に極端に減少し、

昭和４７年の１，５８０隻をピークに、平成１８年は９５

隻にまで減少した。また、外航日本人船員数

についても、同様に、昭和４９年の約５万７千

人をピークに、平成１８年は約２，６００人にまで減

少した。

しかしながら、日本籍船・日本人船員は、

２．�で述べたとおり、安定的な国際海上輸
送の確保のために核となるべき存在である。

また、我が国の置かれた地理的・経済的状況

に照らせば、非常時においても、日本籍船・

日本人船員の役割は大きく、平時からこれら

を一定規模確保することは喫緊の国家的課題

である。

日本籍船・日本人船員を確保するためには、

これらが価格競争力の喪失から激減してきた

ことや、特に船員の育成には時間を要するこ

とを考慮すると、事業者に対して日本籍船・

日本人船員の計画的増加・確保を求める法整

備を含む新たな制度的枠組みの構築について、

事業者の国際競争力の確保の観点を踏まえつ

つ検討することが必要である。

� 具体的施策のあり方

これまで、我が国においては本邦外航海運事

業者の国際競争力の確保を通じて安定的な国際

海上輸送の確保を図るため、船舶については、

特別償却制度、固定資産税の軽減、長期・固定

・低利の安定的な船舶金融等の支援措置が講じ

られ、船員の確保・育成については、国の責任

において教育訓練機関が船員の教育・訓練を実

施するとともに、平成１９年４月より、「外航日本

人船員（海技者）確保・育成スキーム」を開始

している。

また、日本籍船の減少に歯止めをかけ、安定

的な国際海上輸送の確保を図るため、平成８年

には国際船舶制度を導入し、

� 日本籍船に対する緩やかな譲渡規制を実

施

� 登録免許税や固定資産税の軽減及び承認

船員制度の導入による価格競争力の強化の

支援を行っている。

しかしながら、これらの施策のみでは、日本

籍船・日本人船員の減少に歯止めをかけること

はできておらず、新たな諸施策を検討する必要

がある。

まず、我が国の施策には、諸外国に比べて劣

後しているものがあることを踏まえ、税制、金
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融、予算、制度などのあり方について、国際競

争力の確保の観点から検討する必要がある。ま

た、日本籍船・日本人船員の確保・育成を図る

ための新たな制度設計を行うとともに、非常時

においても安定的な国際海上輸送を確保するた

めの措置を併せて検討する必要がある。

以下は、早急に講ずべき施策についてとりま

とめたものであり、今後も諸外国の動向も踏ま

え、我が国における施策の充実・強化の是非を

不断に検討すべきである。

� トン数標準税制の導入

本邦外航海運事業者の国際競争力に影響を

与える要因については、多様なものがあるが、

大きな要素の一つとして、トン数標準税制を

挙げることができる。トン数標準税制は、９０

年代後半以降、欧州各国において導入され、

次第に広がりを見せている。最近では、米国、

韓国等においても導入され、船腹量ベースで

全世界の約６割の船舶に適用されており、今

や世界標準となっている。

トン数標準税制導入を導入していない我が

国の外航海運事業者については、同税制を導

入している諸外国の外航海運事業者と比べて、

好況時には法人税額の違いにより、税引き後

利益が大幅に減少することとなる。この結果

生ずる膨大なキャッシュフローの差により、

本邦外航海運事業者は、船舶建造投資や国際

競争入札等で不利な条件を余儀なくされ、中

長期的には、諸外国の外航海運事業者との間

で経営体力の差が拡大し、市況変動への対応

力に大きな格差が生ずることが懸念される。

また、トン数標準税制は、景気動向にかか

わらず税額の大幅な変動が避けられるため、

外航海運事業者において、将来見通しに基づ

いて長期的な基本的施策を執ることができる

という特徴を有している。その意味で、同税

制は、日本籍船・日本人船員の計画的増加と

いう我が国が直面する喫緊の課題に取り組む

上で有効な方策となり得る性格を有している。

以上の諸点を踏まえ、本邦外航海運事業者

と外国の外航海運事業者との間の国際的な競

争条件の均衡化を図ることに加え、日本籍船

・日本人船員の計画的増加を図るため、トン

数標準税制の導入について、早急に具体的な

検討を進めることが必要である。

また、現在の我が国の厳しい財政事情の下、

税収減につながるトン数標準税制の導入につ

いて国民各層の理解を得るためには、安定的

な国際海上輸送の確保の重要性、そのための

日本籍船・日本人船員増加の意義・必要性等

について十分な説明を行うとともに、トン数

標準税制を導入した一部の諸外国においても

政策目的に適った効果につながるような措置

が講じられていることを踏まえ、日本籍船・

日本人船員の計画的な増加を図るための法律

等の担保措置をこれと一体的に講じることが

必要である。

� 日本籍船・日本人船員の確保等のための法

整備

日本籍船及び日本人船員の計画的な増加を

図るためには、国土交通大臣が基本方針を策

定し、これに則って外航海運事業者が計画を

作成・実施することが適当である。また、計

画の実施に対して一定の支援措置が必要であ

る一方、計画の適切な実施を担保するための

措置を設けるとともに、日本籍船に対する譲

渡規制を行うことについても検討が必要であ

る。さらに、非常時の対応については、現在、

国内海上輸送についてのみ、海上運送法にお

いて、国が船舶運航事業者に対し航海を命じ

る規定があるが、国際海上輸送についても、

同様の事態が生じる場合が想定されるため、

安定的な国際海上輸送の確保の観点から、非

常時（注２）における国際海上輸送に係る航海命

令の導入についても検討が必要である。なお、

有事法制及び周辺事態法制における有事に係

る輸送については、当該法制の枠組みの中で

対応することが適当であり、この航海命令は、

有事の輸送を対象とするものではない。

具体的な法整備においては、例えば、以下

をパッケージとした制度設計について検討を

進めることが必要である。この際、日本籍船

・日本人船員の計画的増加策については、外

航海運事業者の国際競争力の確保にも留意し
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つつ、制度設計を行うことが適当である。

� 国土交通大臣による日本籍船・日本人船

員の確保に係る目標に関する事項等を定め

た基本方針の策定

� 外航海運事業者による基本方針に則った

日本籍船・日本人船員の計画的な増加に関

する目標及びその計画的増加策等を内容と

する国際海上輸送確保計画の作成、国土交

通大臣の認定の申請

� 国土交通大臣の認定を受けた場合におけ

る、

�課税の特例（トン数標準税制）の適用
�適切な計画遂行の担保措置（勧告、公表
等）

�日本籍船に対する譲渡規制
�航海命令の適用 等

なお、平成１９年４月に成立した海洋基本法

においても、海上輸送の確保として日本籍船

の確保、船員の育成及び確保に関する規定が

盛り込まれているところであり、当該規定を

実現するためにも、以上のような法整備によ

り、日本籍船・日本人船員の増加を図ること

が必要である。

� 日本人船員の確保・育成策

海上輸送の安定確保の観点からは、人的基

盤である優秀な日本人船員（海技者）は極め

て重要であり、交通政策審議会海事分科会ヒ

ューマンインフラ部会で中間とりまとめ「海

事分野における人材の確保・育成のための海

事政策のあり方について」がなされた。

日本人船員の増加については、第一義的に

は外航海運事業者が船員を安定的に採用し、

社内で育成していくことにより達成されるべ

きものであるが、これが外航海運事業者にと

ってコスト増と国際競争力の低下をもたらす

ことにかんがみ、トン数標準税制の導入につ

いて早急に具体的な検討を進めるものである

が、トン数標準税制を導入する外航海運事業

者においては、日本人船員の計画的増加を図

るための、採用増、中途採用、高齢者の継続

雇用等に努力すべきである。

また、�日本船主協会、全日本海員組合及

び国土交通省では、外航海運事業者の自社採

用・社内育成を補完するものとして、「外航日

本人船員（海技者）確保・育成スキーム」を

平成１９年４月より開始している。この他、日

本人船員の就職促進のための支援策について

も、トライアル雇用を通じた能力の的確な把

握による若年者の着実な採用を確保する観点

から見直しをしていくことが必要と考えられ

る。船員の教育・訓練については、大学、商

船高等専門学校、独立行政法人海技教育機構

及び独立行政法人航海訓練所において実施さ

れているが、船員の育成には長い期間を要す

ることにかんがみると、今後とも、国の責任

において船員の教育・訓練を確実に維持して

いくことが必要である。

� その他

�）金融上の措置
外航海運業は他産業に比し設備集約型産

業であるため、資金調達に占める負債の割

合が大きい等の特徴があり、外航船舶の整

備について、長期・安定的な融資制度が必

要とされ、現在、日本政策投資銀行（以下

「政投銀」という。）による融資制度が設け

られている。

平成２０年１０月より、政投銀は民営化（株

式会社化）され、概ね５～７年後を目途に

完全民営化される予定であり、民営化後の

調達資金は、長期・安定的な財政融資資金

に代わって、市場からの自己調達資金が中

心となるため、貸出条件の変更が予想され

る。

一方、本邦外航海運事業者の現状を見る

と、大規模な船隊整備を計画しており、向

こう数年間の大量竣工に伴い、各社は大規

模な資金調達を必要としている。しかしな

がら、金融機関は特定業種向け残高の極端

な増加を回避することから、当該船隊整備

に対する資金調達への対応に限界が生じる

可能性もある。

このような状況を踏まえると、政投銀民

営化に伴う影響を極力小さくすることが必

要であり、少なくとも同行に対する財政融
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資資金の貸付け等の特例措置がある移行期

間中においては、この措置による同行の財

務体質の強化を通じ、長期・安定的な貸付

けが確保されることが必要と考えられる。

また、完全民営化後における船舶金融の

あり方についても、安定的な国際海上輸送

の確保のための国際競争力の観点から、検

討する必要がある。

�）承認船員制度の見直し
日本籍船には、原則として日本の海技資

格をもつ船舶職員の乗組みが必要であるが、

外国（STCW条約締約国）において海技免

状を取得した者を国土交通大臣の承認によ

り日本籍船の船舶職員として受け入れるこ

とができるものとしている。

この国際船舶に係る承認船員制度の運用

に当たって、現在実施されている「船・機

長配乗要件」については、外航日本人船員

の年齢構成を考えた場合に、４５歳以上の船

・機長適齢期の船員は１０年後に現在の約７

割にまで減少する見通しであり、現状の配

乗要件を堅持すると早晩船・機長の適材が

不足し、かえって日本籍船の増加の妨げに

なる可能性が大きく、日本籍船の増加を促

進するためには、むしろ撤廃する必要があ

る。

なお、日本人若手船員の育成は、現在で

も、日本籍船に限らず、便宜置籍船を含め

た日本商船隊全体の範囲の中で行われてお

り、若手船員の育成の観点においても、同

要件の撤廃に問題はない。また、外国人船

・機長については、安全性の担保のために

承認試験を適確に実施することで、これま

での日本人船・機長と同等の安全性を確保

することが必要である。さらに、日本人船

員の計画的増加については、船・機長配乗

要件の撤廃にかかわらず、上述のとおり、

全体として、日本人船員の計画的増加が図

られるように安定的な国際海上輸送の確保

のための制度設計を行うことにより、今後

積極的に図られることとなる。

結 び

外航海運は、中国やインド等の経済活動の拡大

等を背景とした好調な世界経済により、空前の活

況を呈している。しかしながら外航海運市場は、

乱高下しやすい市況や燃料油価格の変動、為替レ

ートの変動といったリスク要因の影響を受けやす

く、磐石な収益構造とは言い難い。また、諸外国

におけるM&A、我が国における外航海運事業者の

集約や倒産など、業界再編の荒波にさらされ易い

業界でもある。

一方、四面環海で資源の乏しい我が国にとって、

外航海運は我が国経済・国民生活のライフライン

であるとともに、我が国が海洋国家として、また

貿易立国として持続的成長を遂げていくため、そ

の重要性は論を俟たないところである。本邦外航

海運事業者は我が国の国際海上輸送の主たる担い

手であり、安定的な国際海上輸送の確保のため、

平時、非常時等を問わず本邦外航海運事業者の国

際競争力の確保、日本籍船・日本人船員の確保等

が急務である。

今回の報告は、早急に取り組むべき施策をとり

まとめたものであるため、未だ審議していない事

項等も残っており、本部会として更に総合的に審

議を進めていく考えであるが、関係者が、この中

間とりまとめに盛り込まれた諸施策の実現に向け

て、取り組みを直ちに開始することを強く期待す

るものである。

安定的な国際海上輸送を継続的に確保していく

ためには、今回盛り込まれた諸施策の効果も検証

しながら、定期的に見直しを行い、船員税制、船

舶保有コストの低減策等その他の諸施策について

も検討するべきである。

（注１）船員とは、船舶に乗り組む者をいう。海技者と

は、船員としての知識・経験を有し、それを活

かして海事関連業務に従事する者（船員を含む。）

をいう。

（注２）本部会においては、平時のみならず、いわゆる

非常時及び有事も念頭に置きつつ、安定的な国

際海上輸送の確保のための海事政策のあり方全

般について調査審議した。この際、「非常時」と

は、国内外における事故、災害、テロ、治安悪

化等の事態を想定しており、我が国及び周辺地

域における武力攻撃事態等の有事は含まない。
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押収量は減少したものの摘発件数は増加
―平成１８年版不正薬物・鉄砲の密輸入の動向「白い粉・黒い武器レポート」―

財務省関税局調査課は、このほど平成１８年の不正薬物およ

び銃砲の密輸入の動向に関する報告書「白い粉・黒い武器レ

ポート」をまとめた。

政府は、麻薬、覚せい剤等の不正薬物の青少年層への浸透

や、けん銃を使用した凶悪事件の発生が大きな社会問題とな

っており、特に不正薬物については、昭和２０年代後半、昭和

５０年代後半に続く第三次覚せい剤乱用期にあるといわれてい

るなどとして、「薬物乱用防止新五か年戦略」や「薬物密輸

入阻止のための緊急水際対策」を策定するなど、各種の総合

的対策を講じている。

関税局・税関においては、不正薬物・鉄砲等の社会悪物品

の水際取締りを最重要課題の一つとしており、当協会をはじ

め密輸に利用される可能性のある船舶、航空機、商業貨物等

に関係する団体等とも連携し情報収集に努めている。

同報告書によると、平成１８年の不正薬物の密輸入については、摘発件数が３７８件（前年比１１１％）、

押収量は覚せい剤・大麻等が３７７�（同５６％）、錠剤型薬物が１４万２０００錠（同５７％）であった。また、

銃砲については、４件（同２００％）の密輸入を摘発し、１５丁（同３７５％）を押収したとしている。

平成１８年の密輸入事犯の主な特徴として以下を挙げている。

� 覚せい剤の摘発件数が、下半期以降に急増して８２件を記録し、平成１６年（１０３件）に次いで過

去２番目を記録したこと

� あへん１回あたりの押収量としては過去最高となる約１５�を摘発したこと

� 航空機旅客や船舶の旅客・乗組員による身体への巻き付け、国際郵便物への隠匿に加え、覚

せい剤を溶液化してバスタオルに染み込ませたり、大麻をハンガーに隠匿したりするなど多様

化していること

関係各位においては、船舶が密輸入に利用される可能性があることに留意頂き、関連する情報を

入手された場合には「密輸ダイヤル（０１２０－４６１－９６１：シロイ クロイ）」への通報をお願いします。

（担当：海務部・斎藤�Tel：０３－３２６４－７１７７）

34●せんきょう July 2007



���������������������������

���������������������������
せんきょう July 2007●35

紹 
介 

船 
の 

名友丸�三洋海運株式会社

�船の主要データ�
船 名：名友丸

船 籍 港：東京

ト ン 数：４，７３４トン

重量トン数：７，４００D�W

全 長：１０５．６３m

型 幅：１８．７０m

船 種：石灰石専用船

航海速力：１２．０ノット

�船の生い立ち�
本船は、１９７４年３月に竣工した第１０富洋丸の代

替として、１９９０年５月に新日本製鐵株式会社との

長期運送契約のもと今治造船株式会社（西造船株

式会社）で竣工しました。

�これまでの貨物・航路や現在の活躍状況�
本船は日本で自給できる数少ない工業原料の１

つで、鉄鋼生産の副原料である石灰石を運搬する

専用船です。石灰石は、製銑工程において鉄鉱石

に含まれる二酸化ケイ素、酸化アルミニウム、硫

黄等を除去するために投入される添加剤であり、

銑鉄を生産する上で欠かせないものであります。

航路は竣工当時、主として三重県吉津港・高知

県高知港と新日鐵名古屋製鐵所間を結んでおり、

その他の積地では高知県須崎港、揚地では新日鐵

広畑製鐵所においても運航しておりました。しか

し、広畑製鐵所の高炉操業が休止となった影響に

より、広畑製鐵所向け輸送が廃止となり、また高

知における石灰石埋蔵量の減少に伴い、高知港か

らの出荷も減少してしまいました。現在は吉津港

・須崎港と名古屋製鐵所間を運行しています。

その�
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年間１６０航海を目標にドック入りや荒天等による

不稼動の日を除いて、ほぼ毎日運航しています。

今年の２月から名古屋製鐵所では高炉改修が行わ

れ、高炉容積が拡大されました。それに伴い石灰

石の使用量が増加することが見込まれ、本船にか

けられる期待は更に大きくなると思われます。こ

れからも荷主殿の要望に応え、安定輸送に努めて

まいります。

�本船の特徴�
本船の特徴は、RDM（ロータリー・ディスチャ

ージ・マシン）方式のセルフアンローダー荷役装

置です。これは、三井三池製作所との共同開発に

より内航船で初めて取り入れられた荷役装置です。

RDMは６枚の大きな鈎爪を油圧で回転させ、船体

船首尾方向に移動しながら、ホッパーの搬出口か

らベルトコンベアに貨物を強制的にかき出す装置

です。このRDMとスリットホッパー（船首尾方向

▲吉津港積荷役風景� ▲吉津港積荷役風景�

▲名古屋港揚荷役風景

▲RDM装置
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に直線状の搬出口が設けられたホッパー）を組み

合わせたシステムにより残鉱の問題をクリアしま

した。石灰石の搬出には、水平引き出しベルトコ

ンベアと垂直ベルトコンベアを用い、ブームのベ

ルトコンベアに運びます。これらすべての荷役装

置はコンピューターで集中管理され、ワンマン・

コントロールを可能にし、効率性・省力性に優れ

たシステムを作り上げることが出来ました。

�名友丸エピソード�

名友丸という名前

名友丸という船名を説明するときには名古屋の

友達ですと言うとすぐ理解してくれます。それく

らい名古屋とは切り離せないつながりが有ります。

（正確には名友丸の友の字は、創業者の三木友輔

社長の友をとったと聞いています。）したがって、

これまで名古屋の発展と共に運航してきたと言っ

ても過言ではありません。湾岸道路開通、名古屋

ハーバーレーダーの設置、伊勢湾マーチスの開局、

中部国際空港の開港、万博の開催等を間近に見な

がら運航してきました。私たちはこれからも本船

と一緒に名古屋の発展を見続けて行くことでしょ

う。

吉津港の思い出

乗組員の思い出に残るのは、積み地である三重

県吉津港に入港している時です。この港は、水が

きれいで海底深くまで見通せ、又タコの多い港で

す。ヤスで何匹も捕まえ、数時間後には食卓にの

ぼり乗組員の目と舌を楽しませてくれました。

しかし、最近では残念な事に透明度も落ち、タ

コの姿もめっきり見ることが出来なくなりました。

陸上職員の体験乗船エピソード

平成１９年１月１５日から２１日まで本船で体験乗船

を行いました。今回の体験乗船では航海当直を中

心にして入出港時の作業内容等を見ることが出来

ました。

航海当直は主に４－８当直に入り、大王崎付近

から吉津入港までと伊良湖水道入り口付近から名

古屋製鐵所までの当直を体験しました。特に伊良

湖水道から名古屋製鐵所までの当直では船舶も輻

輳しており、伊良湖水道入り口付近は針路が交差

する船舶も多数いたので、船橋の中は始終緊張感

が漂っていました。

私は学生時代に、乗船実習を経験しましたが、

今回の体験乗船で感じられた事は離・接岸作業や

航海当直等は学生時代に行ったものと殆ど同じで

したが、実習と違うのは人の数が少ないことです。

一般商船では限られた人数で全てのことをしなけ

ればいけません。乗組員全員が責任を持って昼夜

問わず安全運航に努めていることを実感しました。

▲RDM装置説明図



１
日
国土交通省、全日本海員組合および当協会は、

「外航日本人船員（海技者）確保・育成推進

協議会」の第１回会合を開催した。

４
〜
８
日

IMO第１５回旗国小委員会（FSI）がロンドンに

て開催された。

６
日
「海洋・沿岸域政策懇談会（座長：栗林忠男・

慶応大学名誉教授）」の第１回会合が国土交通

省にて開催された。

６
〜
８
日

ICS�ISF年次総会が香港にて開催された。

（Ｐ．１５海運ニュース参照）

８
日
交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会

（部会長：杉山武彦・一橋大学学長）の第４

回会合が開催された。

１１
日
「海洋・沿岸域政策懇談会」の第２回会合が国

土交通省にて開催された。

１２
〜
１５
日

IOPC Fund（国際油濁補償基金）第１２回臨時総

会等がカナダのモントリオールにて開催され

た。

１３
日
交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフ

ラ部会（部会長：杉山雅洋・早稲田大学商学

学術院教授）の第４回会合が開催された。

１４
日
海事立国推進議員連盟（会長：衛藤征士郎衆

議院議員）の第３回総会が開催された。

１５
日
日本籍船の船・機長配乗要件撤廃に関し、外

国人船員を日本籍船に配乗するための資格適

用範囲を船長と機関長に拡大する通達が国土

交通省より出された。

２５
日
「海洋・沿岸域政策懇談会」の第３回会合が国

土交通省にて開催された。

２７
日
交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフ

ラ部会の第５回会合が開催され、中間とりま

とめが行われた。

（Ｐ．１１シッピングフラッシュ参照）

２８
日
交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会

の第５回会合が開催され、中間とりまとめが

行われた。

（Ｐ．１１シッピングフラッシュ参照）

２８
日
フィリピンのマニラにおいて、船・機長に対

する初めての承認試験が実施された。

２９
日
当協会は、第６０回通常総会および創立６０周年

記念式典・パーティを開催した。

（Ｐ．１特別欄参照）

２２００００７７年年
66月月
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陳情書・要望書等（６月）

提出日：６月２８日

宛 先：内閣府規制改革推進室

件 名：規制改革要望（２００７年６月集中受付月間）

要 旨：昨年までの当協会要望の結果および会員

より新たに寄せられた要望を踏まえ計５

項目の要望を提出。

当協会内航部会、山本公一衆議院議員と意見交換会を開催
当協会内航部会（栗林宏吉部会長）は、６月１９日、山本公一衆議院議員（海事振興連盟内航分科

会長）を迎え、内航海運業界関係者との意見交換会を開催した。

同会合には当協会加盟の内航海運事業者、国土交通省海事局の大塚内航課長、村上船員政策課長

にも参画いただき、内航海運事業者が抱える問題、特に船員問題などについて意見交換が行われた。

内航部会では、今後こうした会合を通じて、内航海運事業者が抱える主要問題である船員不足問

題についての解決策について鋭意検討を重ねるとともに、海事振興連盟はじめ、日本内航海運組合

総連合会など関係方面と協調し、国政へ反映させることとしている。

（企画部：松本）

船船協協だだよよりり

▲写真奥右から３人目から順に、山本公一衆議院議員、日本船主協会内航部会
栗林部会長、荒木副部会長、国土交通省海事局大塚内航課長（当時）、村上船員
政策課長（当時）

せんきょう July 2007●39



１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年６月
７
８
９
１０
１１
１２

２００７年１月
２
３
４
５

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２
７５，２５６

６，２７１
６，３２１
６，１４１
６，８３２
６，５９３
６，６３１
６，９６０
５，９５３
６，４１８
７，５１３
６，６３３
６，５６５

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１
６７，１６４

５，４６５
５，４６３
５，９４６
５，８２３
５，９８４
５，７２１
５，８４７
５，９５７
５，４４３
５，８８５
５，７１２
６，１８０

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２
８，０９２

８０５
８５８
１９５

１，００９
６０９
９０９

１，１１３
△ ３
９７５

１，６２８
９２１
３８５

９．６
２．６
８．６
４．７
１２．１
７．３
１４．６

１４．５
１４．２
１７．６
１５．３
１１．５
１２．１
９．８
１９．０
９．７
１０．３
８．２
１５．１

１６．８
１２．３
１６．１
５．１
１０．９
１５．６
１６．１

１８．３
１６．９
１６．２
１７．０
１７．５
７．６
７．７
１０．３
１０．２
０．２
３．５
１５．６

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年７月
８
９
１０
１１
１２

２００７年１月
２
３
４
５
６

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０

１１５．６５
１１５．８８
１１７．０１
１１８．５９
１１７．３５
１１７．３０
１２０．６０
１２０．４５
１１７．２８
１１８．８３
１２０．７３
１２２．６２

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０

１１３．６５
１１４．４４
１１５．８５
１１７．４２
１１５．６５
１１４．８７
１１８．３７
１１８．４８
１１５．６０
１１７．７７
１１９．５５
１２０．９４

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１

１１７．２５
１１７．３２
１１７．９３
１１９．５１
１１８．３０
１１９．０３
１２１．９９
１２１．４８
１１８．３０
１１９．６０
１２１．７０
１２３．９５

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６ １０
１１
１２

２００７ １
２
３
４
５
６

１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２
８４，５０２

６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８
５，５６０
１０，０７０

３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４

０
０
０
０
０
０
０
７０
０

１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７
８３，８５８

６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８
５，４９０
１０，０７０

５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２

１，５５０
２，４８５
１，１５０
１，９９７
８１０

２，４１０
１，２４０
１，７９０
３，３８０

１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９

５３４
２５１
１６８
１１５
７０
０

１４８
３５０
１８９

７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３

０
０
０
０
４４
０
０
０
０

７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５
５６，４８２

４，８５８
５，６３８
３，３１５
６，２４９
５，２２０
３，８０５
２，８３０
３，３５０
６，４８３

４７２
４４２
２４８
５９６
２４７
０

０
７３
０
０
０
０
０
０
０

９７８
１，０５４
４３８
６９０
３３１
２９３

５０
０
０
０
０

５，８２０
０
０
１８

９１４
２４９
１７２
１０８
８６
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４

２５，６７９
３７，５４２
２４，５４０
２８，８６２
２３，６４０
２２，０９３
１９，９２５
２３，４０２
２６，３７５

３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３

６，４５０
１１，３４６
８，６５５
１３，１３７
１３，６３６
１５，１５５
１４，４０６
９，４７９
８，８１９

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。 �品目別はシングルものの合計。 �年別は暦年。

海運統計
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ガルフ／西欧 

４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００５ ２００６ ２００７ ２００５ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００
６５．００ ５１．２５

７５．００ ４７．５０
６５．００ ４５．００
９０．００ ６５．００
５０．００

８８．５０ ６２．５０

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００
６０．００ ４８．２５

５７．５０ ４５．００
５９．００ ４７．５０
８０．００ ５４．００
５５．００ ４０．００
７２．５０ ６０．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００６ ２００７ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。 �グラフの値はいずれも最高値。
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Clean

石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００６ ２００７ ２００６ ２００７ ２００６ ２００７

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８．４５ １６．２０
―
―
―
―
―

―
―
―

２５．５０
３１．００
３３．００

２６．５０
―

３１．８０ ３０．５０
―
―

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０
３４．２５ ２９．００
３３．００ ２９．５０
３４．４５ ３１．５０

３８．００ ２６．５０
４０．２５ ３８．００
４８．３０ ３９．００
５２．００ ４４．００
５５．００ ５１．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０
１７．５０ １３．４５
１９．００ １５．５０
２１．００ ２０．５０

２１．５０ １６．７５
２４．７５ ２４．５０

―
２９．２５

３１．００ ２７．３０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００５ ２００６ ２００７
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

６３
６５
８１
６３

１２４
１１６
１１２
１２２

１８７
１５９
１４５
１４５

２０９
２３７
２２０
２２９

２１９
２２６
２８２
２６４

平均 １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型

42●せんきょう July 2007



2002（年） 2003 2004 2005 2006 2007
 

 1200

1100

1000

900

600

700

600

500

400

300

200

100

0

1200

1100

1000

900

800

700

600

500

400

300

200

100

0

 

3.5万以上 
5万未満 

5万以上 
8.5万未満 

8.5万以上 

2万以上 
3.5未満 

総合指数 

2002（年） 2003 2004 2005 2006 2007

タンカー 

貨物船 

 

 1000

800

600

400

200

0

1000

800

600

400

200

0

万D/W 万D/W
 

用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００５ ２００６ ２００７

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

１５２
１５８
１５４
１５１
１５１

６４２
６７７
６４４
６１０
６０６

６４２
６７２
６２５
６０２
６００

３４
３４
３４
３４
３５

１３５
１２５
１２６
１２６
１２８

１８９
１８９
１９０
１９０
１９１

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００４ ２００５ ２００６ ２００７

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

０
０
０
０

６８９
５２７
５８１
６２３

５２５
５３６
５９７
６９３

６６０
６５３
７５０
７５６

６７０
６９０
７６５
８９１

６３２
５７７
６４４
７０７

４，７６２
４，３６６
５，１７２
５，７８２
６，５２１

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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去る、６月２９日に日本船主協会は、創立６０周年記念式典と第６０回通常総会を開催した。
還暦を迎えたのである。この機会にその歴史をたどっていくと、
明治２５年６月～明治３４年５月 「日本海運業同盟会」
明治３４年６月～大正９年５月 「日本船主同盟会」
大正９年５月～昭和１５年５月 「日本船主協会」
昭和１５年５月～昭和２２年６月 「日本海運協会」

と、明治２５年までさかのぼることができる。これは西暦１８９２年、実に１１５年前のことである。還暦どころ
の話ではない。
ところで、小職が日本船主協会に入社したのは昭和５１年。これはオイルショック後の不況のさなかで

あった。以来、「三部門同時不況」やら、「円高不況」、「緊急雇用対策」などつい最近までこの業界は自
分が辞めるまでには良くならないのではないかと思っていたものだ。それでも、５～６年前、商船大学
で就職を前にした学生に向かって「日本の外航海運は不況を克服しました。後は浮上するだけ。」と言っ
ていた。一部の船社の株が額面割れをしていたときである。そばで聞いていた仲間から「無責任」とも
言われた。言っている本人にも自信はなかった。
いま、好況を享受し海技者は絶対的に不足している状況にある。隔世の感である。好業績の下、経営

者には自信があふれている。
間に合った！！良かった！！の思いと共に、少しでも長くの思いが募る。
今年度の当協会の最大の課題は「トン数税制の実現」、長い歴史の中でもまれに見る偉業が手の届くと

ころまで来ている。ようそろ。
日本船主協会 常務理事・総務部長 井上 晃

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ次長兼総務チーム長 裏 啓史

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ グループ長代理兼調査チーム長 宮本 佳亮

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

企画部長 園田 裕一

企画部政策担当部長 清野 鉄弥

海務部労政担当リーダー 山脇 俊介

編 集 後 記
今年の総会は弊会創立６０周年・会長の交

代ということもあり、本号にもありますよ
うに式典・パーティが盛大に行われ、多く
の来賓や業界の諸先輩方にお越しいただき
ました。若輩 Nにとってはほぼ写真でしか
拝見したことがない方ばかりですが、折に
触れ弊会に脚を運んでくださる方が多く、
なんとなく親しみと出会える嬉しさを覚え
ていたりもします。
そんな先輩方のお一人である商船三井相

談役・元日本郵政公社総裁の生田正治氏の
公社時代の奮闘が綴られた書籍「郵政改革
の原点」がこのたび財界研究所より出版さ
れました。弊会元会長でもある氏は、ご多
忙な総裁時代にも弊会の行事によくお越し
くださり、個人的にはそのお人柄や笑顔が
素敵で尊敬する大先輩の一人です。機会が
あれば是非お手にとっていただけたらと思
います。 （MN）
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